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１．緒言 

 

1.1 調査研究の目的及び概要 

 ガスタービンは、小型軽量で高出力の得られる動力機関であり、航空機のエンジン用として発展し

てきた。陸上プラントでも、発電施設や、熱利用を併用するコージェネレーション用として利用が進

んでいる。海上用途としては、昭和 40年代前半より航空転用型の舶用化が進み、高速を必要とする艦

艇の推進機関として採用されてきた。 

 航空転用型舶用ガスタービンは、蒸留油（ケロシン）を燃料とすることのほか、ディーゼル機関と

比較して熱効率が低く、燃料経済性の面で劣るとされる。このことが商船の機関としては不利と考え

られて、現在まで、小型軽量で高出力という特徴を必要とするホバークラフトや水中翼船等の限られ

た特殊船でのみ使用されてきている。 

 しかし、近年、燃費改善及び環境負荷低減を目指す国産の高効率舶用ガスタービン（スーパーマリ

ンガスタービン、SMGT）の開発研究が進み、スーパーエコシップ（SES）の実証船に搭載される予定

となっているなど、ガスタービンの利用の検討が進められている。また、従来の推進器直接駆動用の

みならず発電機用原動機としてのガスタービンも現れてきており、電気推進方式の普及とともに、今

後は、一般商船への舶用ガスタービンの大幅な利用拡大が見込まれる状況となっている。 

 一方、国における舶用ガスタービンに関する検査基準は、昭和 59年 8月、船舶機関規則全部改正時

に導入された。しかし、当該規則及び関連する通達では、ガスタービンの構造・強度に関する抽象的

規範のみが記載され、具体的な技術要件は規定されていない。このため、国の設計検査においては、

製造者の技術資料及び実績等に基づき、一件毎に承認を行ってきた。この際、舶用ガスタービンの国

内利用実績が少ないことに起因する実証データ不足等から、定量的な妥当性判断基準が設定しにくか

ったため、常に安全側での判断を行ってきた。 

 このような検査の実態は、結果的に、事業者サイドにとっても検査官側にとっても負担となってい

ることが指摘されている。今後見込まれる舶用ガスタービンの普及に対応するために、国の船舶検査

体制を整備しておく必要があり、舶用ガスタービンの設計・試験に係る技術基準の制定が急務となっ

ている。 

 このために、本調査研究では、まず、ガスタービンに係る陸上・航空分野の規則、各国船級規則、

過去に発生した不具合事例及び製造者における製品検査の実態等の調査を行った。調査結果に基づき、

舶用ガスタービンの設計・試験に係る技術基準案を作成した。この場合、原動機部分のみならず、多

様化した周辺制御システムや想定される不具合事象も考慮することとした。なお、就航後の舶用ガス

タービンの整備に係る技術基準については、従前、平成 12年度 RR51「高速船機関特殊基準に関する

調査研究」において検討されていることから、本調査研究では製造時の設計・試験に係る技術基準を

中心に検討することとした。これらの結果を踏まえ、船舶機関規則、船舶機関規則心得、船舶検査の

方法について、該当箇所を見直し修正案文を作成した。 
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1.2 調査研究の実施スケジュール 

 調査研究を行うために、ガスタービン製造者、使用者（運航者）、検査機関及び国、有識者等から構

成される SPDステアリング・グループを組織し、下記の日程で委員会を開催し、検討を進めた。 

 

・ 2005年 6月 24日：第 1回委員会（基準案策定方針の検討） 

・ 2005年 9月 20日：第 2回委員会（基準案の検討） 

・ 2005年 11月 10日：第 3回委員会（基準案の作成） 

・ 2006年 2月 10日：第 4回委員会（基準案の修正、報告書の作成） 
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２．基本方針 

 

 基準案に関する調査検討を始めるにあたり、まずその基本方針の検討を行った。 

 まず、今後見込まれる舶用ガスタービンの普及に対応するために国の船舶検査体制を整備するとい

う本調査の目的を確認した。ディーゼル機関等の検査基準との整合性にも留意しつつ、ジェットエン

ジン等他分野の規制実態、これまでの事故や不具合事例及び製造現場の品質管理手法等を参考とし、

合理的な基準案を策定するために以下の方針を採用した。 

 

(1) 技術の進展や設計の自由度を妨げないことを目的とする「基準の性能規定化」の流れに即する

一方、基準の透明性確保のため、基準のユーザー（メーカー、船主）や検査官の判断が客観的

かつ容易に行えるよう可能な限り具体的な要件を含むこととする。 

(2) 策定すべき基準は、物件が満たすべき要件を定める「性能基準」1と、個別物件の当該基準への

適合性を確認する方策を定める「検査基準」（認証基準）2に大別される。今回、性能基準とし

て、構造・強度、安全装置等の要件を定めるとともに、検査基準として、製造時の試験方法等

を定める。なお、就航後の検査基準（整備基準）については、平成 12年度 RRでの検討結果を

取り入れることとする。 

(3) 舶用ガスタービンの基準として、国の現行基準よりも具体的要件を含む NK 鋼船規則及び多数

の承認実績を有する ABS 規則を検討のベースとする。併せて、航空・陸上分野の基準や規格、

過去の不具合事例等も参考とする。 

(4) 舶用ディーゼル機関に対する基準とのバランスを失することのないよう留意する。 

(5) 本基準は、当然ながら、国産品、輸入品に対して統一的に適用できるものとする（根拠なく、

国産品と輸入品との間で異なる取扱いとならないものとする。）。 

(6) 検査基準においては、性能基準への適合性を示すための多様な選択肢を許容できるものとする。

例えば、強度面の評価において、過去の実績、耐久試験結果、解析における安全係数の余裕度

等の合理的な根拠を有するものは、同等に取扱う等。 

(7) 初号機（プロトタイプ）に対する基準と２号機以降に対する検査基準は、区別して考える。ま

た、認定事業場で製造されるものに対する軽減措置を検討する。 

(8) 基準の策定に当たっては、製造者のノウハウ保持等のために図面やデータの提出が困難となる
可能性があることを予め考慮し、本来必要な基準の範囲を狭めるような対応はしない（代替と

なる情報提示を含め、審査上、必要な情報は何らかの形で提出されるべきであり、情報の遺漏

防止は別途措置すべきとの前提に立つ）。 

                                                        
1 ：性能基準は、本来、製造時点に限らず物件の運用時に常時満たすべき基準であるが、性能の大枠は設計時点で決

まるため、「設計基準」と言い換えてもほぼ等しいものとなる。船舶の機関については、船舶機関規則（省令）と

同心得（通達）で規定される。 
2 ：検査基準は、製造時ないしその後の運用時に、物件が性能基準に適合することを確認する方法や判定基準で構成

されるが、特に、製造時にオンサイトで確認する方法等は「試験基準」と称することができる。船舶の機関につ

いては、検査の方法（通達）で規定される。 
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【補遺】 

 基本方針を検討するなかで、現在、国際海事機関（IMO）等でも検討されている GBS（Goal Based 

Standards、目標指向型基準）方式の採用について、議論があった。その考え方の基本は、対象機器に

必要とされる要件を定め、その要件に合致するかどうかは製造者がそれぞれ合理的根拠を示すことが

でき、検査者は示された根拠から基準への適否を判断するというものである。 

 具体的に、舶用ガスタービンの GBS（Goal Based Standards）的要件の一例として、強度に関する項

目を主体とする以下のような案が考えられる。 

 

１．主要部品の高サイクル寿命（MCR状態で最大何時間運転できるか） 

２．主要部品の低サイクル寿命（最大発停回数） 

３．オーバーホール間隔：5000h 又は１年分の就航時間（ABSの例）  

４．使用回転数域における振動：主要な共振点がないこと 

５．機械的応力を受ける部品（軸、継手ボルト、動翼植込み部分）の安全率： 

各部品が到達する温度において、静的荷重は降伏点及び 10万時間クリープ破壊応力に対し 1.6

以上、動的荷重は疲労強度に対し 2以上 

６．上記５．において荷重として含めるもの：  

熱変形、トルク及びスラスト、遠心力、振動、船体運動、据付アライメント等 

７．使用環境：周囲温度、湿度、塩分等 

 

なお、上記に対する検査の方法としては、ゴールを満足することを証明するために製造者が提出す

る資料を確認することになる。その方法は、計算の場合もあれば試験データや実績の場合もあるが、

疑問点については、その都度それを説明する資料を追加していくことになる。他方、その証明が完全

とは判断できない場合には、設計オーバーホール間隔の例えば１/5 の間隔くらいからスタートして、

設計の良し悪しを確認しながら徐々に延長することなども考えられる。 

 

 本案を一例として検討した結果、現状では舶用ガスタービンの GBS要件を明確に設定し、その検査

の具体的手法を示すことは時期尚早であると考えられ、本調査においては採用しないこととした。し

かし、船舶検査がこうした方向に向けて改訂されていくであろうことに留意して、将来の課題として

検討されることが必要であると考えられる。参考資料に、IMOで検討中の船体構造基準における GBS

要件を添付する。 

 

資料 1：目標指向型新造船基準（Goal-Based New Ship Construction Standards (GBS) MSC90/WP.8） 
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３．舶用ガスタービンの設計検査について 

 

3.1 現行の船舶機関規則、NK鋼船規則、ABS規則の比較について 

 舶用ガスタービンに関する国の現行基準は、船舶機関規則及び船舶機関規則心得に記述されている。

一方、日本海事協会（NK）の定める鋼船規則 D 編及び多数の舶用ガスタービン承認実績を有する米

国海事協会（ABS）規則には、より具体的要件を含む規定があることから、基準案のベースとして採

用した。これらの対応する条文を比較して、表 3.1 にまとめた。表の左の欄は船舶機関規則及び同心

得であり、ゴシック体が規則、明朝体が心得である。中央の欄は、日本海事協会鋼船規則 D編からの

抜粋であるが、適宜、他の規則等も記載している。右の欄は米国船級協会規則であるが、原文は英語

であり記載したのは仮訳の和文である。 

 併せて、航空・陸上分野の基準や規格も、一部、参考とすべき内容を含んでおり、適宜参照した。

巻末に、「航空法施行規則附属書第一 第７章」を添付する。また、関連する日本工業規格（JIS）に

は以下のものがある。 

 

－ガスタービン－受渡試験方法 JIS B 8041 (2000) 

－航空ターボジェットエンジン及びターボファンエンジン通則 JIS W 4601 (1996) 

－火力発電用語－ガスタービン及び附属装置 JIS B 0128 (1995) 
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表3.1 船舶機関規則／NK鋼船規則D編／ABS規則 比較について 
 船舶機関規則及び同心得 NK鋼船規則D編 ABS規則（仮訳） 

 船舶機関規則はゴシック体、同心得は明朝体

 
【船舶機関規則心得】 
(B) 機関規則心得において使用する用語の意義に

ついては、附属書［１］「用語の定義」に掲げる

ところによること。 

 

（附属書［１］用語の定義） 

10 機関の重要部分 

  (3) ガスタービンにあっては、タービンディス

ク又はロータ、圧縮機のディスク、タービン

及び圧縮機の羽根及びケーシング、燃焼器、

タービン出力軸、軸継手並びに軸継手ボルト

  (9) その他管海官庁が指示するもの 

 
【定義（JIS B8040抜粋）】 
熱エネルギーを機械的仕事に変換する回転機械で，

1個以上の圧縮機，作動流体を加熱する装置，1個
以上のタービン，制御装置及び必要に応じて熱交換

器その他の補機から構成されるもの。発電用，機械

駆動用などの原動機として用いられる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
材

料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
第４条 
機関に使用する材料は、その使用目的に応じ、適正

な化学成分及び機械的性質を有するものでなけれ

ばならない。 
 
【船舶機関規則心得】 
4.0(a) 機関の重要部分に用いる材料等について

は、附属書[2]「材料の基準」によること。

  (b) 機関の重要部分に用いる材料等に附属書

[2]「材料の基準」の規定に適合しない材料

又は同附属書に規定のない材料が使用され

ている場合については、当該材料の化学成

分、機械的性質その他の必要な事項に関する

資料を添えて、海事局検査測度課長まで伺い

出ること。 

  (c) 特殊な流体に係わる管装置の材料について

 
4.2.1 材料 
4.2.1-1 
次に掲げるガスタービンの部品(以下、ガスタービ
ンの主要部品という。)に用いられる材料は、K 編
の規定に適合したものでなければならない。 
(1) タービンディスク(又はロータ)、動翼及び静翼
(2) 圧縮機のディスク、動翼及び静翼 
(3) タービン及び圧縮機のケーシング 
(4) 燃焼器 
(5) タービン出力軸 
(6) 機関要部の結合ボルト 
(7) 軸継手及び継手ボルト 
(8) 12章の1類又は2類の分類に相当するタービン
付属の管、及びこれらに用いられる弁及び管取

付け物 
 

 
3.1 材料仕様書及び試験 
ガスタービンに用いられる材料は承認された設計

の仕様とすること。 材料の仕様書と購入品の注文
書の写しを情報の提供及び審査の目的で検査員に

提出すること。 
4-2-3/3.3に示される場合を除き、下記に示す材料は
検査員立ち会いの下で試験され、検査及び証明され

ること。 材料は 2編第 3章の仕様又は設計につい
て承認された仕様の要件を満足しなければならな

い。: 
i)  鍛造品: 圧縮機、タービンロータ、軸、継手、
軸継手ボルト、重要な歯車及び小歯車。 

ii)  鋳造品: 温度が 232℃(450 F゚)を超える場合又
は上記鍛造品に代わり使用が認められた場合、

圧縮機及びタービンのケーシング。 
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材

料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

は、当該材料の化学成分、機械的性質その他

の必要な事項に関する資料を添えて、海事検

査測度課長まで伺い出ること。 
  (d) 機関の重要部分に用いる材料以外の材料に

ついては、(a)から(c)までの規定(附属書[2]

２及び３の規定を除く。)を準用する。 

 

（附属書[2]材料の基準） 

2 材料試験及び検査 

機関の重要部分に用いる材料等の材料試験及び検

査については、次に掲げるところによる。 

(1) 機関の重要部分に用いる材料等であって次に

掲げるものに用いる材料は、材料試験を行ったも

のであること 。ただし、(財)日本海事協会が発

行する証明書であってその内容が機関規則又は

(財)日本海事協会鋼船規則に適合しているもの

及び外国の政府が外国において試験を行い発行

する証明書であってその内容が(財)日本海事協

会が発行する証明書に準じているものを有する

場合であって、現物が良好なものについては、こ

の限りでない。 

 (i) 長さ30m以上の船舶(平水区域を航行区域と

する船舶(旅客船を除く。)を除く｡)及び遠洋区

域又は近海区域を航行区域とする長さ 30m 未

満の船舶(小型兼用船であつて漁ろうに従事し

ない間の航行区域が平水区域又は沿海区域で

あるものを除く。)に備える機関のうち次に掲

げるもの 

    (ｲ) 主機並びに主要な補助機関(発電機及び第

1 種補機を駆動するものに限る。)として用

いる連続最大出力135馬力以上の補助機関 

   1)及び2) 略 

      3) ガスタービンの重要部分。ただし、軸継

1.2 材料 
1.2.1 材料の選定 
-1. K編の適用を受ける材料 
機関に用いる材料は，本編各章に定めるところに

より K 編の規定に適合するものから，使用目的及
び使用条件を考慮して選定されなければならない。

-2. その他の材料 
本編各章に定められていない機関用材料について

は次の(1)又は(2)による。 
(1) 主機，推進の用に供する動力伝達装置，軸系，
プロペラ，ボイラ，圧力容器及び制御装置，並びに

推進補機，操船・保安補機及び操貨補機に用いる材

料は，日本工業規格又は本会が適当と認める規格に

適合しなければならない。 
(2) 推進補機，操船・保安補機及び操貨補機を除く
補機（以下，本編において「作業用補機等」という。），

並びにこれらに付帯する動力伝達装置，軸系，管装

置及び制御装置に使用する材料は，使用目的及び使

用条件を考慮して選定されなければならない。 
 
4.2.1-2 
ガスタービンの主要部品(ただし、ボルト類、管、
弁及び管取付け物は除く。)は、K編5.1.10及び6.1.10
に規定する非破壊試験を行ったものでなければな

らない。 
 
4.2.1-3 
高温部に使用される材料は、計画された性能及び寿

命を維持するため、腐食、熱応力、クリープ、リラ

クセーションなどを考慮した適当な材質のものと

しなければならない。なお，母材に耐食性材料の被覆

をする場合には被覆材は剥離を生じ難く，かつ，母材

の強度を損なわないものとしなければならない。 

iii)プレート: ケーシング圧が41.4bar (42.9kgf/cm2、

600psi)を超える場合、又はケーシングの温度が
371℃(700°F)を超える場合、ケーシングのプレ
ート。 

iv) ブレードの材料: すべてのタービンブレードの
材料。 

v) 管、管取付け物及び弁： 4-6-1の表1及び4-6-1
の表2参照。 

 
3.3 代替材料及び試験 
3.3.1 代替仕様 
2編3章以外の仕様によって製造される材料は、そ
の仕様が設計に関し承認されたものであって、検査

員により確認又は試験され、また、可能な限りその

仕様に適合している場合に認められる。 
 
3.3.2 棒鋼 
2-3-8の規定において、上記4-2-3/3.1i)の鍛造品の代
わりに使用が認められた場合、直径305mm(12イン
チ)以下の熱間圧延棒鋼を使用して差し支えない。 
 
3.3.3 375kW(500馬力)以下のタービンの材料 
軸、重要な歯車、小歯車、軸継手及び継手ボルトを

含む出力が375kW(500馬力)以下のタービンの材料
については、製造者の試験報告書及び検査員立ち会

いの下で行う表面検査及び硬さ試験に基づき承認

される。認められた規格に基づいて製造された軸継

手ボルトについては材料試験を行う必要はない。 
 
3.3.4 品質保証評価における承認 
4-2-3/13.3.2(b)の品質保証評価において保証された
ガスタービンについては、4-2-3/3.1で要求される材
質試験は検査員の立会いの必要はなく、試験は材料
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材

料 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

手及び軸継手ボルトにあっては、主機に用

いられるものに限る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
D1.1.4 規定の軽減 
規則D編1.1.4に掲げる機関については，他編又は
別規則により規定されるものを除き，規則 D 編の
一部の規定を次のとおり取扱うことができる。 
(1) 発電機，推進補機及び操船・保安補機を駆動す
る原動機（動力伝達装置及び軸系を含む。以下同

じ。）については，原動機の容量に応じて次による。

(a) 出力100kW未満の原動機 
i) 図面の提出を省略することができる。 
ii) 主要部品の材料は，JIS規格又は本会が適当と認
める規格に適合したものとすることができる。この

場合，材料（弁及び管取付け物を除く。）は，原則

として本会の承認を受けた製造工場で製造された

ものとすること。 
iii) 製造工場等における試験は，製造者が行う試験
に代えることができる。この場合，本会は試験成績

書の提出又は提示を要求することがある。 
(b) 出力100kW以上375kW未満の原動機 
i) 主要部品の材料は(a) ii)の取扱いによることがで
きる。 
ii) 製造工場等における試験のうち，水圧試験につ
いては(a) iii)の取扱いによることができる。 

試験報告書を証明するタービン製造者により行わ

れて差し支えない。 
 
5.1 ロータ及び翼 
ロータ、軸受、ディスク、ドラム及び翼は疲労、高

温クリープ等の基準を考慮した音響工学の原理に

基づいて設計されること。定格出力及び定格速度が

適切であることを実証する技術的な解析とともに

設計上の基準を提出すること。 
設計上の基準には定格出力及び定格回転数におい

て運転したときの最大時間である設計耐用年数を

含むこと。 
主要なオーバーホール間の耐用年数は、一般に

5000時間又は船舶の 1年間の航行時間以上としな
ければならない。 
定格出力は予想される最も低い入口空気温度で作

動するような値を取ること。この温度は 15℃(59°
F)を超えてはならない。 
 
推進用タービン軸及び関連する歯車に作用するね

じり振動応力は、4-3-2/7.5の評価基準に基づいて評
価されること。 
 
13.1.1 材料試験 
タービンに使用される材料は検査員立会の下で

4-2-3/3に基づき試験されること。 

 
溶

接 
 

 
第５条 
機関の溶接継手部は、溶接母材の種類に応じ、適正

な溶接法及び溶接材料により溶接されたものでな

 
4.2.2-3 
ガスタービンの主要部品を溶接構造とする場合に

は11章の規定によらなければならない。 

 
13.1.2 溶接による製造 
溶接による製造は資格を有する溶接工による適切

な溶接施工方法及び検査員の認める溶接材料で行
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溶

接 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ければならない。 
２ 機関の溶接継手部は、当該溶接継手部の受ける

応力に耐えることができる形式及び形状のもの

でなければならない。 
３ 機関の溶接継手部は、適正な応力除去がなされ

たものでなければならない。 
４ ボイラ、圧力容器、管その他十分な強度を必要

とする機関の溶接継手部は、船舶構造規則 (平
成 10 年運輸省令第十六号)第６条第１項の試験
に合格した溶接工その他管海官庁が適当と認め

る技りょうを有する溶接工によって溶接された

ものでなければならない。 
 
【船舶機関規則心得】 
5.0(a) 第1項から第3項までの規定は、船舶の推

進に関係ある機関、ボイラ、圧力容器、管及

び管継手(機械構造物であって、内圧及び過

大な荷重を受けないもの並びに２類管(液体

化学薬品ばら積船の液体化学薬品に係る管

を除く。)を除く。)以外の機関には使用しな

い。 

5.1(a) 「適正な溶接法及び溶接材料」については、

附属書[3]「溶接の基準」によること。 

5.2(a) 「形式及び形状」については、附属書[3]

「溶接の基準」によること。 

5.3(a) 「適正な応力」については、附属書[3]「溶

接の基準」によること。 

5.4(a) 「その他十分な強度を必要とする機関」と

は、管継手、機械構造物、動力伝達装置等を

いう。 

  (b) 「その他管海官庁が適当と認める技りょう

を有する溶接工」とは、次に掲げるものをい

う。 

うこと。 セクション2-4-2参照。 
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溶

接 
 

    (1) 日本海事協会が発行する溶接工技量証

明書を有する溶接工 

    (2) 次に掲げる溶接工の技りょうに関する

試験の方法等を定める告示に規定するＭ

２種Ｖ級 A の技りょうを有する溶接工と

同等の技能を有すると認められる者 

      (i) 電気事業法(昭和39年法律第170号)

第46条第2項第1号の規定に基づく

資源エネルギー庁長官通達(昭和 50

年8月21日付け５０資庁９６８３号

「溶接の方法について」)による溶接

士であって、次に掲げる技能のうちの

いずれかに該当する技能を有する者

（溶接方法の区別が A である者に限

る。） 

        (ｲ) w-1又はw-2の試験材でそれぞれ

fv,fvo,fvh又はfvohの姿勢で行

った技能 

        (ﾛ) w-3又はw-4の試験材で、r又は

eの姿勢で行った技能 

      (ii) ボイラ及び圧力容器安全規則(昭和

34年2月24日号外労働省令第3号)

第93条に規定する特別ボイラ溶接士

又は普通溶接士であって、現に所属す

る事業所において過去 1 年以内に免

許又は免許の更新を受けた者 
 
 
 
構

造

等 
 

 
第６条 
機関は、振動等による過大な応力が発生することの

ない適正な構造を有するものであり、かつ、その使

用目的に応じ、適正な強度を有するものでなければ

ならない。 
２ 機関は、その使用目的に応じ、適正な工作が施

 
4.2.2構造及び据付け 
4.2.2-1 
ガスタービンは、使用回転数範囲内に過大な振動及

びサージングなどを誘起しないものでなければな

らない。 
4.2.2-2 
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構

造

等 

されたものでなければならない。 
３ 船舶の推進のための動力を伝達する軸、軸継手

及び歯車は、溶接による修理が行われていないも

のでなければならない。 
 
【船舶機関規則心得】 
6.0(a) 本条の規定は、船舶の推進に関係ある機

関、ボイラ、圧力容器及び管装置以外の機関

には適用しない。 

6.1(a) 適正な構造及び強度については、附属書

[4]「構造等の基準」又は附属書[10]「小型

ボイラ等の基準」によること。 

6.2(a) 適正な工作については、附属書[4]「構造

等の基準」によること。 
 
（附属書[4]構造等の基準） 

4. ガスタービン 

 ガスタービンの構造、強度等については、資料を

添えて、海事局検査測度課長まで伺い出ること。 

ガスタービンは、各部の熱膨張によってタービン本

体に有害な変形が生じない構造としなければなら

ない。 
4.2.2-5 
ガスタービンは、熱膨張による過度の拘束を避けて

据え付けなければならない。 
4.2.2-6 
ガスタービンは、運転中にタービン又は圧縮機の動

翼その他部品が脱落した場合であっても、周囲の人

員及び機器に危険をおよぼすことのない構造及び

配置としなければならない。 

 
 
軸

の

振

動 

 
第７条 
機関の軸は、その使用回転数の範囲内において著し

いねじり振動その他の有害な振動が生じないよう

に適当な措置が講じられたものでなければならな

い。 
 
【船舶機関規則心得】 
7.0(a) 本条の規定は、船舶の推進に関係のある機

関以外の機関には適用しない。 

  (b) 軸系のねじり振動については、附属書[4]

「構造等の基準」によること。 

  

 
 

 
第８条 
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軸

心

の

調

整 

船舶の推進のための動力を伝達する軸の軸心は、軸

の折損、軸受の破損その他の故障が生じないように

調整されたものでなければならない。 
 
【船舶機関規則心得】 
8.0(a) 軸心の調整については、附属書[4]「構造

等の基準」によること。 
 
 
 
 
 
 
防

熱

措

置

等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
第９条 
機関の高温部分は、火災の発生を防止し、又は取扱

者に対する危険を防止するための防熱措置その他

の適当な措 置が講じられたものでなければなら

ない。 
２ 機関は、騒音ができる限り発生しない構造のも

のであり、かつ、騒音ができる限り発生しないよ

うに据え付けられたものでなければならない。 
３ 人の健康に障害を与えるおそれのあるガス又

は火災を発生するおそれのあるガスを発生し、又

は移送する機関は、これらのガスが漏れない構造

のものであり、かつ、通風の良好な場所に設けら

れたものでなければならない。 
４ 機関は、漏油のおそれのある箇所に油受けを備

え付けたものでなければならない。 
５ 前項の油受は、漏油をドレンタンクに導くこと

ができるように配管されたものでなければなら

ない。ただし、漏油量の少ない箇所に備え付ける

油受であって適当な排油装置を備え付けたもの

については、この限りでない。 
６ 機関は、ドレンが滞留するおそれのある箇所に

ドレン抜装置を備え付けたものでなければなら

ない。 
 
【船舶機関規則心得】 

 
1.3.1 一般要件 
-1. 機関は，用途に適した設計及び構造とし，その
運動部材，高温部並びにその他の危険部位には，乗

組員の危険を最小限にするように適当な保護装置

を設けなければならない。また，その設計は，機器

の使用目的，使用条件及び船上での周囲環境に考慮

を払ったものでなければならない。 
 
1.3.4 火災対策 
-3. 火災対策については本 1.3.4 の規定に加え，R
編4.2, 5.2及び5.4.1の規定にもよらなければならな
い。 
 
 

 
11.5 高温部 
稼働中、乗組員が接触するおそれのある高温部は、

適当に防護又は断熱されなければならない。表面の

温度が220℃(428 F゚)を超え、圧力作用下又はそれ以
外の状態において漏洩した燃料油、潤滑油又はその

他の可燃性液体に接触する可能性のある高温部に

ついては、それらの液体に対し不浸透の不燃性物質

で適当に断熱されること。油に対して不浸透性を有

さない断熱材はシートメタル又は同等な不浸透性

の外装で保護されること。 
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防

熱

措

置

等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

9.1(a) 「高温部分」とは、通常人が触れて火傷を

起こすおそれのある部分をいう。 

  (b) 高温部分の防護については、附属書[4]「構

造等の基準」によること。 

  (c) 附属書[4]8(2)及び(3)の規定は、次に掲げ

る内燃機関には適用しない。 

    (1) 略 

    (2) 略 

9.2(a) 騒音については、設備規程第 115 条の 24

によること。 

9.3(a) 「通風の良好な場所」には、機械通風のあ

る場所だけでなく、機械通風のない場所であ

っても機械通風のある場所程度の自然通風

が可能な場所を含む。 

9.4(a) 本項の規定は、船体の一部を形成しない燃

料油タンクであって容量１kl 以下のものに

ついては適用しない。 

  (b) 油受を備え付ける場所は、弁、コック又は

これらの取付け部等漏油のおそれのある部

分のみとして差し支えない。 
  (c) 引火点61以下の燃料油タンク(船体の一部

を形成しないものに限る。)及びこし器の油

受は、金網で覆われたものであること。 

9.5(a) 「適当な排油装置」とは、油受けの下部に

取り付けるドレドコック等であって通常の

巡視により油の回収が可能なものをいう。 

9.6(a) 「ドレン抜装置」について、附属書[5]「ド

レン抜装置」によること。 
 
 
 
 
 

 
第９条の２ 
船舶の推進に関係ある機関は、使用する燃料油の種

類ごとに 2 以上の燃料油常用タンクを備え付けな
ければならない。 
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燃

料

油

常

用

タ

ン

ク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 前項の燃料油常用タンクは、そのうちの1の燃
料油常用タンクから燃料を供給することができ

なくなった場合においても、船舶の推進に関係あ

る機関に対し十分に燃料を供給することができ

るものでなければならない。 
 
 
 
【船舶機関規則心得】 
9-2.1(a) 略 

9-2.2(a) 「十分に燃料を供給する」とは、すべて

の主機の連続最大出力における燃料消費

量並びにすべての主要な補助機関、すべて

の主ボイラ及びすべての主要な補助ボイ

ラの通常航行中の燃料消費量で 8 時間以

上運転できるよう燃料油を供給すること

をいう。 

    (b) 1 の燃料油常用タンクから 2 以上の主機

等に燃料を供給することとしても差し支

えない。この場合においても当該燃料油常

用タンクは(a)の基準に適合するものであ

ること。 
    (c) 次に掲げる要件に適合する船舶にあって

は、当該船舶に設ける燃料油タンクを燃料

油常用タンクとみなして差し支えない。 

     (1) ガソリン、軽油又はA重油のみを使用す

る船舶であること。 

     (2) すべての主機を連続最大出力における燃

料消費量並びにすべての主要な補助機関、

すべての主ボイラ及びすべての主要な補助

ボイラの通常航行中の燃料消費量で 8 時間

以上運転できるよう燃料油を供給できる燃

料油タンクを2以上設けていること。 



 

 

- 15 -

 
 
燃

料

油

常

用

タ

ン

ク 
 
 

     (3) (2)に掲げる燃料油タンクの空気管に海

水及び雨水が当該タンクに混入しない措

置が講じられているもの。 

     (4) すべての主機等にドレン等の不純物を

取り除いた燃料油を常に供給することが

できるものであること。 

 
 
 
故

障

時

の

た

め

の

措

置 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
第10条 
船舶の推進に関係のある機関は、当該機関に故障が

生じた場合においても船舶の推進力を保持し、又は

速やかに回復する措置ができる限り講じられたも

のでなければならない。 
２ 船舶の推進に関係ある機関は、手動によっても

始動することができるものでなければならない 
 
【船舶機関規則心得】 
10.0(a) 「船舶の推進に関係のある機関」とは、

附属書[1]「用語の定義」に掲げるものをい

う。以下同じ。 

10.1(a) 開放が容易で、かつ、直ちに修復できる

よう予備品及び工具が備え付けられている

場合は、措置が講じられているものとみな

す。 

   (b) 省略 

10.2(a) 本項の規定は、外洋航行船(限定近海貨物

船を除く。)以外の船舶には、適用しない。

   (b) デッドシップ状態となった場合において
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も、手動で1の装置を起動することにより連

鎖的に他の装置を起動させ、最終的に主機又

は主ボイラ及び主発電機が運転状態にはい

ることができるための措置が講じられてい

る船舶については、当該機関の起動は手動で

行ったものとみなす。この場合において、こ

の操作は、船内に設備された装置のみを用い

て行うことができること。 
 
 
 
動

揺

状

態

等

に

お

け

る

作

動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
第11条 
機関は、管海官庁の指示する範囲の動揺状態又は傾

斜状態において作動することができるものでなけ

ればならない。 
 
【船舶機関規則心得】 
11.0(a) 本条の規定は、船舶の推進に関係のある

機関(荷役装置及び冷蔵設備を除く。)及び非

常発電機を駆動する原動機以外の機関には

適用しない。 

   (b) 「管海官庁が指示する範囲」とは、次に掲

げる範囲をいう。 

    (1) (2)に掲げる機関以外のものにあっては、

次に掲げる範囲 

     (i) 15°のヒール 

     (ii) 22．5°のローリング 
     (iii) 7．5°のピッチング 
     (iv) 7．5°のピッチングと15°のヒールの

組合わせ 

     (v) 7．5°のピッチングと22．5°のローリ

ングの組合わせ 

    (2) 非常発電機を駆動する原動機にあって

は、次に掲げる範囲 

     (i) 22．5°のヒール 
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動

揺

状

態

等

に

お

け

る

作

動 
 

     (ii) 10°のトリム 

     (iii) 10°のトリムと22．5°のヒールの組

合わせ 

   (c) 「作動する」とは、各部に損傷を起こすこ

となく、引き続き運転が持続され、かつ、潤

滑油、内容物等が過度に漏れないことをい

う。 

   (d) 十分な実績を有する機関(本条の規定に適

合することが確認された機関と同系の機関

であってその設計の延長上にあるものを含

む。)については、本条に規定する状態にお

ける作動の確認を省略して差し支えない。 

   (e) 本条の規定に適合することが図面により

確認できる機関については、本条に規定する

状態における作動の確認を省略して差し支

えない。 
 
 
操

作

等 
 
 

 
第12条 
機関は、その操作、保守及び検査が容易に、かつ、

確実にできるものでなければならない。 
 
【船舶機関規則心得】 
12.0(a) 操作、保守及び検査については、附属書

[6]「操作等の基準」によること。 

  

 
 
 
始

動

装

置 
 
 
 

 
第30条 
ガスタービンの始動装置は、始動時において、異常

な燃焼その他の障害が生じないものでなければな

らない。 
２ 電気により始動するガスタービンであつて主

機として用いるものの始動装置は、予備の蓄電池

を備え付けたものでなければならない。 
 

 
4.4.3始動装置 
4.4.3-1 
ガスタービンには、始動時又は始動失敗後の再始動

時に異常燃焼又は点火時の障害を生じないように

適当な措置を講じなければならない。 
4.4.3-2 
始動に圧縮空気又は蓄電池を用いる場合には、2.5.3
の規定を準用する。 

 
7.7.4 始動装置の安全 
7.7.4 (a) 自動パージ 
点火作業を始める前に、自動パージは、全ての始動

及び再始動に対して必要である。 パージフェーズ
は液体又は気体燃料の蓄積物を除去するのに十分

な時間とすること。 
 
7.7.4 (b) 設定時間 
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始

動

装

置 

【船舶機関規則心得】 
30.2 (a) 予備の蓄電池については、附属書[7]「始

動装置の基準」によること。 

 

（附属書[7]始動装置の基準） 

2 始動用蓄電池 

 始動に蓄電池を必要とする主機である内燃機関

又はガスタービンの始動装置については、次に掲げ

るところによる。 

 (1) 再充電することなく連続始動できなければ

ならない回数（予備の蓄電池によるものを含

む。）については、1(1)の規定を準用する。 

 (2) 予備の蓄電池は、通常使用する蓄電池と独

立したものであり、かつ、その容量は、通常使

用する蓄電池の容量と均整のとれたものであ

ること。 

D4.4付属装置 
D4.4.3始動装置 
機関を始動又は停止する場合、燃料装置、潤滑油装

置、冷却装置などは適当なインタロックを設ける

か、又は予定の順序に従って動作するように設計す

るものとする。 
この動作及び順序については、次の事項に注意す

る。 
(1) 始動前及び停止後には潤滑油ポンプを運転す
ること。ただし、ころがり軸受形式で潤滑油ポ

ンプが主機駆動の場合にはこの限りでない。 
(2) 点火前に十分な空気により燃焼室を換気する
こと。 

(3) 燃料弁”開”は点火用火花に先行しないこと。
(4) 各バーナーの点火時間(主燃料弁が開いてから
点火に失敗して閉じるまでの時間)は所定の時
間を超えないこと。なお、所定時間内に始動し

なかった場合には、始動操作を停止すること。

(5) 点火に際し、燃焼室へは燃料が過多に供給さ
れないこと。 

(6) 燃料遮断後、異常燃焼又は点火に支障をきた
すおそれのないように、燃料遮断弁とバーナー

ノズルとの間のドレン弁を開くなど適当な処

置を講じること。 
(7) 始動機は、ガス発生機の自立運転が可能にな
った場合、同発生機から切り離すこと。 

始動制御システムには点火探知装置を備えること。

予め設定した時間内に点火されない場合，制御シス

テムは自動的に点火を中止し，主燃料弁を閉じパー

ジフェーズを始めること。 

 
点

火

装

置 
 
 

 
第31条 
ガスタービンの点火装置は、一の点火系統が故障し

た場合においても、点火できるものでなければなら

ない。 

 
4.4.4点火装置 
4.4.4-1 
点火装置は、互いに独立した2つ以上の系統から構
成されなければならない。 
4.4.4-2 
電気点火装置のケーブルは、絶縁が良好であり、か
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点

火

装

置 

つ、損傷を受けるおそれのないように施設しなけれ

ばならない。 
4.4.4-3 
点火配電器は防爆構造とするか又は蔽囲しなけれ

ばならない。また、点火装置のコイルは爆発生ガス

が対流するおそれのある場所に設けてはならない。

 
 
 
潤

滑

油

装

置 

 
第32条 
主機として用いるガスタービンであつて専ら独立

動力ポンプにより潤滑油が供給されるもの（重力タ

ンクを経由して潤滑油が供給されるものを除く。）

は、当該独立動力ポンプが停止した場合において、

引き続き当該ガスタービンに適当な量の潤滑油を

自動的に供給することができる非常用潤滑油供給

装置を備え付けたものでなければならない。 
 
【船舶機関規則心得】 
32.0 (a) 「適当な量の潤滑油」とは、当該ガスタ

ービンの保安に必要な量の潤滑油をいう。

   (b) 主機直結の潤滑油供給ポンプが備え付

けられている場合は、非常用潤滑油供給装

置が備え付けられているものとみなす。 

 
4.4.6潤滑油装置 
4.4.6-1 
主機用ガスタービンの潤滑油装置には、潤滑油供給

源が故障しても燃料油の遮断から機関の停止に至

るまで引続きタービンの保安に必要な量の潤滑油

を自動的に送ることができる非常装置を設けなけ

ればならない。この手段として、重力タンク又は機

付補助ポンプ等の装置を用いて差し支えない。 
4.4.6-2 
主機用ガスタービンの潤滑油装置には、自動温度制

御装置を備えなければならない。 
4.4.6-3 
適当な位置に油質を調査するための取り出し弁を

設けなければならない。 
4.4.6-4 
潤滑油装置について、13.10及び R編 4.2.3の規定
にもよらなければならない。 
 

 
7.7.3 自動温度制御装置 
ガスタービンには通常稼働中、以下の系統の温度を

一定に保つための自動制御装置を備えなければな

らない。 
i) 潤滑油 
ii) 燃料油(又は温度の代わりに粘着性) 
iii) 排気ガス 

 
 
 
安

全

装

置 
 
 

 
第33条 
ガスタービンは、次に掲げる場合に警報を発する装

置を備え付けたものでなければならない。 
 一 潤滑油供給圧力が低下した場合（強制潤滑方

式のガスタービンに限る。） 
 二 燃料油供給圧力が低下した場合 
 三 ガスの温度が異常に上昇した場合 
２ ガスタービンは、次に掲げる場合に自動的に燃

 
4.3安全装置 
4.3.1調速機及び過速度防止装置 
4.3.1-1 
ガスタービンには、過速度防止装置を設けなければ

ならない。この過速度防止装置は、出力軸の回転数

が連続最大回転数の115%を超えないように調整さ
れ、4.3.2-2.に掲げる機能を有するものでなければな
らない。 

 
7.1 過速度防止装置 
定格回転数が 15%以上超えるのを防ぐために全て
の推進用及び発電機用タービンには過速度防止装

置を備えること。 
クラッチなしで 2 段以上のタービンが同一の出力
ギアと結合している場合、全てのタービンに対し

て、1のみの過速度防止装置の使用でよい。 
これは 1 段以上のタービンが結合していない状態
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料の供給を遮断し、かつ、警報を発する装置を備

え付けたものでなければならない。 
 一 回転速度が異常に上昇した場合 
 二 潤滑油供給圧力が異常に低下した場合（強制

潤滑方式のガスタービンに限る。） 
 三 自動始動に失敗した場合（自動始動装置を備

えるガスタービンに限る。） 
 四 火炎が消失した場合 
 五 異常な振動が生じた場合 
３ 主機として用いるガスタービンに備え付ける

前項の装置は、一時的にその機能を停止すること

ができるものとすることができる 
 
【船舶機関規則心得】 
33.1&2 (a)  警報については、附属書[9]「安全装

置の基準」によること。 

33.2 (a)  過速度防止装置については、附属書[8]

「調速機及び過速度防止装置」によるこ

と。 

33.3 (a)  本項の措置を講じる場合は、当該機能

が作動している旨を明確に表示できる

ものとすること。 

 

（附属書[9]安全装置の基準） 

1 警報は特記のある場合を除き可視可聴のもので

あること。この場合において、可聴警報及び可視警

報は第96条第４号ニの規定に適合するものである

こと。 

 

(附属書[8]調速機及び過速度防止装置) 

1 調速機 

 (3) 主機として用いるガスタービンについて

は、制御用調速機の代りに過速度調速機として

4.3.1-2 
ガスタービンには、-1.の過速度防止装置とは独立し
た機構の調速機を備えなければならない。この調速

機は，タービンの負荷が除去されたときに過速度防

止装置が作動することなく速度を制御できるもの

でなければならない。 
4.3.1-3 
発電機を駆動するガスタービンの調速機は、H 編
2.4.2-1 及び-2 の規定に適合するものでなければな
らない。ただし，電気推進船の主機として用いられ

るガスタービンが，専ら推進用電動機に電力を供給

する発電機を駆動する場合には，H 編 5.1.2-2.の規
定によること。 
 
【H編2.4.2-1及び-2】 
2.4 回転機 
2.4.2 調速特性 
-1. 主発電機用原動機の調速特性は，次によらなけ
ればならない。 

(1) 発電機の定格負荷を急激に遮断したとき，瞬
時速度変動が定格速度の 10％以下であること。
なお，これにより難い場合は，本会の適当と認め

るところによる。 
(2) 発電機の定格負荷の 50％を急激に加え，速度
が整定した後残りの 50％をさらに急激に加えた
とき，瞬時速度変動が定格速度の 10％以下であ
ること。また，最終整定速度の1％以内に回復す
るまでの時間が5秒を超えないこと。なお，これ
により難い場合及び発電機の負荷条件が著しく

異なる場合は，本会の適当と認めるところによ

る。 
(3) 無負荷から定格負荷までのすべての負荷にお
いて，整定速度変動は定格速度の±5％以内であ

における運転を妨げるものであってはならない。 
 
7.3 推進用ガスタービンの調速機の操作。 
逆転用ギア、電力伝達装置、可変ピッチプロペラ又

はこれと同様のものに結合される推進用タービン

は 4-2-3/7.1 の過速度防止装置に加え、独立の機構
の調速機を備えなければならない。この調速機は無

負荷の状態において過速度防止装置が作動するこ

となくタービンの速度を制御できるものでなけれ

ばならない。 
 
7.5.1 調速機(2004) 
操作ガバナはガスタービン駆動の推進用、船内一般

用又は非常用の発電機に備え付けること。調速機は

以下の制限範囲内で自動的にタービンの速度を制

御することができること。 
 
7.5.1 (a) 以下に示す負荷で稼働中の場合、瞬時周波
数変動は定格周波数の±10%以内であること。 
i) (定格出力と等しい）発電機の最大負荷で稼働中、
最大電気ステップ負荷を瞬時に除いた時； 
発電機の定格出力と同等なステップ負荷が除去さ

れる場合、調速機に加えて取付けられた4.2.3/7.1に
規定される過速度防止装置が起動していないので

あれば、定格周波数の 10%を超える一時的な変動
は認められる。 
 
ii) 無負荷時に発電機の全負荷の 50%を急激に加
え、十分に速度が整定した後残りの 50%をさらに
加えた時。 
 
瞬時周波数変動が最終整定周波数の±1%以内に回
復するまでの時間が5秒を超えないこと。 
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も差し支えない。 

 (4) 発電機を駆動する機関には、設備規程に定

める性能を有する調速機が備え付けられてい

ること。 

2 過速度防止装置 

(4) ガスタービンに備える過速度防止装置は、回転

数が連続最大回転数の 115%を超えないよう調整

されたものであること 

ること。 
-2. 非常発電機を駆動する原動機の調速特性は，次
によらなければならない。 

(1) 非常時に給電される負荷の合計に相当する負
荷を急激に加えた場合及び遮断した場合，それぞ

れ-1.(1)及び(2)に規定する速度変動を超えないこ
と。 

(2) 無負荷から非常時に給電される負荷の合計に
相当する負荷までの負荷において，-1.(3)に規定
する整定速度変動を超えないこと。 

4.3.2非常停止装置 
4.3.2-1 
ガスタービンには、その制御場所に手動操作の非常

停止装置を設けなければならない。 
4.3.2-2 
ガスタービンには、次の場合に自動的に燃料の供給

を遮断する装置を設けなければならない。また、こ

の遮断装置が働いた場合、制御場所に警報を発する

装置を設けなければならない。 
(1) 過速度となった場合 
(2) 潤滑油圧力が停止した場合 
(3) 自動始動が失敗した場合 
(4) 火炎が喪失した場合 
(5) 異常振動が生じた場合 
4.3.2-3 
主機用ガスタービンには、-2の規定に加え、次の場
合にも自動的に燃料の供給を遮断する装置を設け

なければならない。また、この遮断装置が働いた場

合、 
制御場所に警報を発する装置を設けなければなら

ない。 
(1) 各ロータの軸方向の異常変位が生じた場合(こ
ろ  がり軸受を採用する場合を除く。) 

 
7.5.1 (b) 非常発電機を駆動するガスタービンにつ
いては、4-2-3/7.5 .1(a)ii) の要件を満たすこと。しか
しながら、自動的に接続される非常時の負荷の合計

が非常発電機の全負荷の 50%を超える場合、非常
負荷の合計は最初に適用する（入れる orかける）
こと。 
 
7.5.1 (c) 恒久的な周波数変動は無負荷及び全負荷
の間のいかなる負荷であっても定格周波数の±5%
以内であること。 
 
7.5.2 負荷分担 
並列運転の交流発電機を駆動するガスタービンは

以下の調速特性を有すること。 各発電機の定格負
荷の総和の20%から100%の範囲の負荷において、
各機の定格出力による比例分配の負荷と各機の負

荷は次の値の小さいほうより差があってはならな

い。 
最大の発電機の定格出力の 15%又は個々の発電機
の定格出力の25% 
 
7.5.3 微調整 
常用の周波数において発電機定格負荷の5%以内で
負荷の調整が容易に行えるものであること。 
 
7.5.4 電気推進発電機用タービン 
電気推進発電機を動かすガスタービンに関しては、

制御装置が必要とされる場合、調速機は制御室から

遠隔操作できるだけでなく機側で手動制御できる

手段を講じなければならない。 
 
7.9 手動操作停止装置 
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(2) タービンの入口ガス温度又は出口ガス温度が
異  常上昇した場合 

(3) 減速歯車装置の潤滑油圧力が低下した場合 
(4) 圧縮機の入口圧力(負圧)が異常上昇した場合

(ただし、自動的に作動するバイパスドア等に
より入口圧力(負圧)の異常上昇を防止できる
場合には省略可。) 

 
4.3.3警報装置 
4.3.3-1 
ガスタービンには、次の場合に警報を発する装置を

設けなければならない。なお、4.3.2 の規定により
遮断装置が要求されるものについては、遮断装置が

働く前に作動するものでなければならない。 
(1) タービンの入り口ガス温度又は出口ガス温度
が  異常上昇した場合 

(2) 潤滑油圧力が低下した場合 
(3) 燃料油供給圧力が低下した場合 
(4) 異常振動が生じた場合 
4.3.3-2 
主機用ガスタービンには、-1の規定に加え、次の場
合にも警報を発する装置を設けなければならない。

なお、4.3.2 の規定により遮断装置が要求されるも
のについては、遮断装置が働く前に作動するもので

なければならない。 
(1) 潤滑油こし器の出入口間の差圧が上昇した場
合 
(2) 潤滑油入口温度が上昇した場合 
(3) 冷却媒体の温度が上昇した場合(中間冷却サイ
クル方式を採用する場合) 

(4) 軸受温度又は潤滑油出口温度が上昇した場合 
(5) 圧縮機の入口圧力(負圧)が異常上昇した場合 
 

非常時に燃料を停止する手動操作停止装置はター

ビン制御室及びできれば集中制御室に設けなけれ

ばならない。 
 
7.7.1 一般 
ガスタービンは、運転中の故障による危険状態に対

する自動安全装置及び保護装置を備えなければな

らない。この装置及び機器の設計は検討のために提

出される故障モード及び解析結果で評価されるこ

と。 
 
7.7.2 自動遮断 
ガスタービンは以下の場合に自動的に燃料供給を

遮断する装置を設けること。 
i) 過速度 
ii) 圧縮機の入口圧力が異常上昇した場合 
iii) 潤滑油圧力が低下した場合 
iv) 減速歯車装置の潤滑油圧力が低下した場合 
v) 運転中、火炎が喪失した場合 
vi) 異常振動が生じた場合 
vii) 各ロータの軸方向の異常変位が生じた場合(こ
ろがり軸受を採用する場合を除く） 

viii) 排気ガス温度が過度に高い場合 
 
7.7.5 警報及び遮断 
必要な警報に関する要件及び警報時の遮断に関す

る要件を4-2-3/表1に示す。 
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第34条 
主機として用いるガスタービンは、一時的な給電の

停止により停止した場合に、再給電されることによ

り直ちに再始動することができる状態となるもの

でなければならない。 
 
【船舶機関規則心得】 
34.0 (a) 再始動は、自動的に始動するものでなく

て差し支えない。 

 
4.2.2-4 
主機用のガスタービンは、主電源が停止した場合に

ガス発生機を停止させないようにするか又は直ち

に再始動できるものとしなければならない。 

 

    
5.3 定格速度及び定格出力を超えた運転 
短期間、定格出力及び定格速度を超えた運転が必要

である場合、運転における限界、工学分析及び型式

試験データとともに、運転に関する設計基準を審査

のために提出すること。 
 
5.5 オーバーホールの間隔 
製造者の推奨するオーバーホールの計画を、情報及

び記録のために提出すること。計画には 4-2-3/5.1
に示される設計耐用年数が考慮されること。オーバ

ーホールの計画は、検査のサイクル及び継続検査

-Part 7で規定されている機関の検査-のサイクルと
できる限り同じ時期であること。 
 
5.7 型式試験データ 
製造者は設計を反映した型式試験データを提出す

ること。型式試験は、検査員又は独立機関の立会い

の下で行われ、承認されること。 型式試験データ
には少なくとも試験計画、試験中における測定値及

び試験の成績を含むこと。 適切に記録された実際
の操作上の経験は型式検査データの代わりとして

よい。 
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4.3.4防音囲内の消火装置 
ガスタービンのガス発生機及び高圧油管が完全に

防音囲よって蔽囲されている場合には、内部に適当

な火災探知装置及び消火装置を設けなければなら

ない。 

 

   
4.4付属装置 
4.4.1吸気装置 
吸気装置は、有害な物質及び水分が圧縮機へ進入す

ることを最小限に抑えるように措置された構造で

なければならない。また、吸気中の塩分により生じ

る障害を最小限に抑える措置が講じられていなけ

ればならない。必要に応じて、吸気口の氷結を防ぐ

措置を講じなければならない。 
4.4.2排気装置 
4.4.2-1 
排ガス管の開口端は、排ガスが吸気側に侵入しない

ような適当な位置に配置しなければならない。 
4.4.2-2 
ガスタービンの廃熱を利用するボイラ又は熱交換

器については、9章及び 10章の規定にもよらなけ
ればならない。 
4.4.2-3 
排ガス装置については、2.5.2 の規定にもよらなけ
ればならない。 

 
11.3 吸気及び排気 
吸気口は、水分の浸入を最小限に抑えるためにでき

るだけ高い位置に配置されるとともに、4-2-3/7.11
及び4-2-3/7.13に示す整流装置、霜取り装置、氷結
防止装置及び消音器を備えること。 吸気ダクトは
タービン製造者の推奨に従い、圧縮機吸気口におけ

る一様な圧力と速度の流れ場をガスタービンに供

給するように調整すること。 排気口は、一定速度
で排ガスを掃気するように設計され、吸気口に排ガ

スの侵入を防ぐように配置されること。 
 
7.11 吸気口フィルタ及び氷結防止 
吸気口には、水及び有害な物質の侵入を最小限に抑

えるために霜取り装置及びフィルタを取付けるこ

と。また、圧縮機及びタービン羽根における塩分の

蓄積を防ぐように設計されること。吸気口の氷結を

防ぐ措置を講じなければならない。 

    
7.13 消音器 
吸気及び排気消音器は、ガスタービンシステムから

1mの地点における音響出力レベルを無人の機関室
で110dB、有人の機関室で90dBに制限するように
設置しなければならない。 
 



 

 

- 25 -

   
4.4.5燃料油装置 
4.4.5-1 
燃料中の固形分による燃料マニホールド及び燃料

ノズルのつまり及び塩分等の腐食性物質によるタ

ービン翼等の腐食には適切な考慮が払われていな

ければならない。 
4.4.5-2 
燃料油装置は次によらなければならない。 
(1) 通常の運転操作において、排ガス温度があら
かじめ定められた範囲内にあるように、バーナ

ーへの燃料供給量を調整できるものとする。 
(2) 燃料供給量の調整が可能なすべての運転操作
範囲において、安定した火災を確保できるもの

とする。 
(3) 負荷の急速な変動に際し、ガス発生機を停止
させないように、タービンの最低回転数を確保

できるものとする。 
4.4.5-3 
燃料油装置について、13.9及びR編4.2.2の規定に
もよらなければならない。 
 
【R編4.2.2(6)と対応】 
 
(6) 高温表面の保護については次の規定に適合し
なければならない。 

(a) 表面温度が220℃以上となるもので，燃料油装
置の破損により飛散した油が接触するおそれ

のある場合には，適切に防熱しなければならな

い。 
(b) ポンプ，フィルタ又は加熱器から圧力によっ
て漏出した油が高温表面と接触することを防

ぐための予防措置を講じなければならない。 

 
9 ガスタービンの配管装置 
推進、発電及び航行の安全のためのガスタービンの

操作に関する配管装置の要件がセクション4-6-5に
規定されている。これらの配管装置は以下のものを

含む。 
燃料油: 4-6-5/3(特に4-6-5/3.7 参照); 
潤滑油: 4-6-5/5(特に4-6-5/5.3及び4-6-5/5.5参照); 
冷却水: 4-6-5/7; 
始動空気: 4-6-5/9; 
排気ガス: 4-6-5/11.11 
 
11.1 配管及び管路の接続 
ガスタービンケーシングへ配管又はダクトを接続

する場合は、タービンに過大な荷重又はモーメント

が伝わらないようにすること。 
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4.5試験 
4.5.1製造工場等における試験 
4.5.1-1 
ガスタービン及びその付属装置については、それぞ

れ次に規定する圧力で水圧試験が行われなければ

ならない。 
(1) ケーシング；計画された最高圧力の1．5倍の
圧力 
(2) 管装置；12．6に規定される圧力 
 
【D編12.6】 
12.6 試験 
12.6.1 製造工場等における試験 
-1. 管装置及び補機の溶接部の試験は，本編 11章
の規定による。 

-2. 1類管及び2類管並びに蒸気管，給水管，圧縮
空気管及び燃料油管で設計圧力が 0.35MPa を
超えるものにあっては，溶接接合された付着品

と共に，すべての加工後，設計圧力の1.5倍の
圧力で水圧試験が行われなければならない。な

お，この試験は造船所等において行っても差し

支えない。 
-3. 設計温度が300℃を超える鋼管にあっては，次
の算式によって得られる圧力で水圧試験が行

われなければならない。ただし，算式による圧

力が設計圧力の2倍を超える場合は，試験圧力
を2倍にとどめて差し支えない。また，管の屈
曲部，Tピース等において過大な応力が生ずる
おそれのある場合は試験圧力を設計圧力の 1.5
倍まで減じて差し支えない。なお，この試験は

造船所等において行っても差し支えない。 
Pt＝1.5・K100・P/Kt  

 
13.1.3 圧力試験 
タービンケーシングは通常使用時のケーシング内

の最高圧力の1.5倍の圧力で圧力試験が行われるこ
と。タービンのケーシングは試験圧力を均等に分配

するように一時的に仕切ってもよい。水圧試験が実

行できない場合、健全性及び技術を判断するための

代替試験をその承認のために提出すること。インタ

ークーラー及び熱交換器は両側で設計圧力の1.5倍
の圧力で水圧試験を行うこと。 
 
【Part 4 Ch.6 Sec.2 7.3がD編12.6に対応】 
7.3 水圧試験(2002) 
7.3.1 設置前の管の水圧試験 
製造工場で完成後、断熱及び被覆する前の I・II類
管及び重要な継手は、検査員の立会いの下、できれ

ば設置前に以下の圧力で水圧試験を行うこと。 
PH=1.5P 
ここでPH=試験圧力，P=設計圧力 
設計圧力が3.5bar (3.6 kgf/cm2，50 psi) を超える III
類管に使用される蒸気，ボイラ給水、圧縮空気及び

燃料油管並びにそれらの重要な継手は上記に示し

た試験圧力PHで水圧試験を行うこと。 
 
外径 15mm 未満の小径の管については、使用され
る用途に応じて水圧試験を免除してもよい。 
 
設計温度が 300℃(572 F゚)以上の鋼管及び重要な継
手に関して、試験圧力は次式で与えられるが、2P
を超える必要はない。また、管の屈曲部での過度の

応力を避けるために試験圧力を 1.5P まで減じても
差し支えない。 
いかなる場合においても、膜応力は試験温度におけ
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Pt:試験圧力 （MPa） 
K100:100℃における管材料の許容応力 （N/mm2）

Kt:設計温度における管材料の許容応力 （N/mm2）
 
4.5.1-2 
タービン及び圧縮機の回転部にあっては、組立て後

に動的釣合試験を行わなければならない。 
4.5.1-3 
タービンロータにあっては、完成後に少なくとも２

分間連続最大回転数の115%以上で過速度試験が行
われなければならない。ただし、回転数が連続最大

回転数の115%を超えることがないと本会が認めた
場合は、115%を持って試験を行って差し支えない。
4.5.1-4 
ガスタービンについては、4.3の安全装置を含め、
本会が適当に認める方法で工場試運転が行われな

ければならない。この場合、本会は始動特性及び軸

の危険速度に関して、試験を要求することがある。
 
 
D4.5.1製造工場等における試験 
機関の製造者は、陸上運転方案を本会に提出して承

認を受け、これに従って陸上試運転を行うものとす

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

る降伏応力の90%を超えないこと。 
 
PH=1.5P・S100/ST 
ここで、S100 は 100℃(212 F゚)における許容応力、
STは設計温度における許容応力 
 
設置前に全ての管及び継手に関して水圧試験を行

うことが不可能な場合、継ぎ目を含む残りの部分に

関しては設置後に試験を行って差し支えない。設置

後に水圧試験を行う場合、4-6-2/7.3.3の試験と合わ
せて行って差し支えない。いずれの場合も、試験手

順を検査員に提出し、承認を得ること。 
 
13.1 工場における検査及び試験 
次の工場における試験及び検査は 4-2-3/1.1 の承認
される必要のある全てのガスタービンについて検

査員立会いの下で行われること。 
 
13.1.4 回転機の平衡 
すべての試験が終了し圧縮機及びタービン回転機

は、釣合い試験機及び回転機の組み合わされた自然

周期と等しい速度で動的に釣り合っていること。 
 
13.1.5 陸上試運転 
製造及び組立て終了後、製造者の事前に提出された

試験計画に従って、各ガスタービンの陸上試運転を

行うこと。試運転中、タービン速度を過速度防止装

置の作動を試験するために過速度限界まで上げるこ

と。 
 
13.3.1一般 
4-2-4/1.1 により承認される必要のあるガスタービ
ンは次の要件を満たすこと。 
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i) 承認された設計であり、4-2-4/1.5で要求される 
目的、計画及びデータは提出され、承認されるこ

と。 
ii) 承認された設計に従って製造中に4-2-4/13.1に 
規定される材料及び非破壊試験、圧力試験、動的

釣合い試験、機能試験等は検査員の指示に従ってす

べて行われること。 
 
13.3.2 型式承認プログラムにおける承認(2003) 
13.3.2(a) 製品の設計評価。 製造者による申込みに

際してタービンの各モデルは

1-1-A3/5.1 で規定されている設計上の
評価がされること。このため、それぞ

れのタービンの型式の設計は

4-2-4/13.3.1i)に従って承認されること。
当該型式試験は、承認された試験スケ

ジュールに従って、検査員立会の下で

行われること。承認されたタービンは、

Products Design AssessedとしてABSウ
ェブサイトに記載される。 一度記載さ
れ、1-1-A3/5.7で要求される証明書の更
新及びアップデートされたものについ

ては、船上で使用されるタービンの詳

細について毎回提出する必要はない。 
 
13.3.2 (b) 多量生産タービン。 製造工場における

品質保証システムを運用する多量生産

タービンの製造所は、1-1-A3/5.5(PQA)
に規定される品質保証評価を申込むこ

と。 
1-1-A3/5.5(PQA)に基づく十分な評価に
関して、それらの製造所で製造された

タービンは、4-2-3/13.3.1ii)に掲げる試
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【B編2章 2.3 海上試運転及び復原性試験】 
2.3.1 海上試運転 
-1. すべての船舶の登録検査では，満載状態で，か
つ，穏やかな海象・気象状態及び十分深い海域で，

原則として次の(1)から(10)に示す試験を行う。ただ
し，満載状態で海上試運転を行うことが困難な船舶

にあっては，他の適当な喫水状態で行って差し支え

ない。 
(1) 速力試験 
(2) 後進試験 
(3) 操舵試験及び主操舵装置から予備操舵装置へ
の切換え試験 
(4) 旋回試験。ただし，姉妹船の旋回試験の成績に
より十分な資料が得られる場合は，特に本会が承認

したときは，各船舶毎の旋回試験を省略することが

できる。 
(5) 機関の作動状態，その運転中における船舶の状
態について異常のないことの確認 
(6) ウィンドラスの効力試験 

験及び検査は検査員立会いの下で行う

必要ない。これらの試験及び検査は、

品質管理の書類が承認された製造所に

よって行われること。エンジンの証明

書は、設計が承認されたことの確認及

び継続した品質保証システムの有効性

に基づくこと。1-1-A3/5.7.1(a)参照。 
 
13.3.2 (c) 非多量生産ガスタービン。 製造工場にお

ける品質保証方法を運用する非多量生

産タービンの製造所は、

1-1-A3/5.3.1(a)(AQS)又は
1-1-A3/5.3.1(b)に規定される品質保証
評価を申込むこと。1-1-A3/5.5(PQA)の
証明書は4-1-1/表1も考慮されること。 

 
13.3.2 (d) 型式承認のプログラム。4-2-4/13.3 .2(a)に

従って承認された設計及び

4-2-4/13.3.2(b)又は4-2-4/13/3/2(c)に従っ
て承認された製造工場の品質保証シス

テムを有する型式のタービンは型式承

認品とされ、ABSウェブサイトに掲載
される。 

 
13.5 船内試運転 
設置後に、始動、制御及び安全装置を含む各ガスタ

ービンは、検査員の立会いの下、運転領域範囲内の

速度で有害な振動による機能及び自由度を確認す

るために操作されること。各ガスタービンは過速度

ガバナの機能を試験するために過速度限界まで速

度を上げること。推進システムの逆転手段を実証

し、記録すること。  
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(7) 主機又は可変ピッチプロペラ，ボイラ及び発電
装置の自動制御及び遠隔制御を行うための装置の

作動試験 
(8) ボイラの蓄気試験 
(9) 推進軸系のねじり振動計測 
(10) その他本会が必要と認める試験 

15 予備品 
船級要件として予備品は要求されない。 各船舶の
予備品の保守は船主の責任により行うこと。 
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3.2 過去に行われた設計検査の事例について 

 これまで、具体的な要件が定められていなかった舶用ガスタービンについては、個別に手順を作成

して検査を実施してきた。これらの過去の設計検査は、本調査で基準案を作成するうえで貴重な先行

事例である。調査の参考とするために、対象としたエンジンの要目、採用した検査手法等を表 3.2にま

とめた。 
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表3.2 過去に行われた舶用ガスタービンの設計検査事例 

推進器用
（Ａ丸に搭載）

推進器用
（Ｂ丸に搭載）

発電機駆動用
（Ｃ丸に搭載）

主要目

　
型　　式：ＭＦＴ－８
製造者：Pratt＆Whitney（ガスジェネレーター）
　　　　　三菱重工業（パワータービン）
連続最大出力：28,000PS
連続最大出力時の回転数：
　　ガスジェネレーター　　　高圧軸：11,500rpm
　　　　　　　　　　　　　　　　　低圧軸：　7,000rpm
　　パワータービン　　　　　　　　　　4,728rpm
連続最大出力時の機内ガス温度及び圧力：
　　ガスジェネレーター
　　　               　 入口温度　　　　1,100℃

　
型　　式：ＬＭ－2500ＰＺ
製造者：General Electric Company
連続最大出力：28,600kW
連続最大出力時の回転数：
　　ガスジェネレーター　　　　　　　10,100rpm
　　パワータービン　　　　　　　　　　3,600rpm
パワータービン制御温度：
　　　　　入口温度　　　　849℃
　　　　　入口圧力　　　　482.66kPa（4.92㎠）
　　　　　出口温度　　　　523℃（GT吸気温度15℃）
使用燃料：軽油

　
型　　式：SMGT2
製造者：川崎重工業
連続最大出力：2,300kW
連続最大出力時の回転数：
　　ガスジェネレーター　　　　　　　21,000rpm
　　パワータービン　　　　　　　　　 12,500rpm
連続最大出力時の機内ガス温度及び圧力：
　　ガスジェネレーター
　　　　　　　　　　　入口温度　　　　1,150℃
　　　　　　　　　　　入口圧力　　　　8kg／㎠
　　パワータービン
　　　　　　　　　　　出口温度　　　　650℃
　　　　　　　　　　　出口圧力　　　　1.08kg／㎠
使用燃料：A重油

機関の重要部品
の材料試験

ガスジェネレーターはミルシート確認
パワータービンは検査官立会のうえ実施

ミルシート及びメーカーの品質管理を確認
検査官立会のうえ実施（立会不可能なものはミルシート及び
メーカーの品質管理を確認）。

溶接
ダイヤフラムカップリングの溶接について溶接法承認試験、溶
接施工試験を実施。
補修にTIG溶接を採用。

GT台板（架台）の溶接について溶接法承認試験、溶接作業者
の資格認定確認実施。ミルシート及び浸透探傷検査による材料
確認を実施。
ダイヤフラムカップリングは溶接部の磁紛探傷検査を実施。

軸流圧縮機の電子ビーム溶接、燃焼器のTIG溶接について溶
接法承認試験、溶接施工試験を実施。

構造（振動）

ガスジェネレーターの動翼の振動解析から使用回転域に危険
振動回転域がないことを確認。また、軸系をモデル化して横振
動及びねじり振動を計算し、使用回転域に危険振動回転域が
ないことを確認

動翼の振動解析から使用回転域に危険振動回転域がないこと
を確認。
軸系については実機試験結果及び３次元モデルによる振動解
析結果から使用回転域に危険振動回転域がないことを確認

(1)動翼については固有振動数解析及び実測と耐久運転試験
結果。
(2)ロータ危険回転数については解析及び実測。
以上より、使用回転域に危険振動回転域が無いことを確認

構造（強度） 応力、疲労、高温クリープ等の解析結果を評価。

応力、疲労、高温クリープ等の解析結果を評価。
LM2500は産業用で2800万時間、舶用で780万時間、LM2500+
は40万時間、LM6000は490万時間以上の運転実績がある。こ
れらの実績と解析により設計の妥当性を確認。

応力、疲労、高温クリープ等の解析結果を評価。
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推進器用
（Ａ丸に搭載）

推進器用
（Ｂ丸に搭載）

発電機駆動用
（Ｃ丸に搭載）

構造（非破壊試験）
パワータービンの以下の部品について実施。
(1)ダイヤフラムカップリング(2)タービンシャフト(3)タービンディス
ク(4)タービンケース(5)排気フレーム(6)カップリングボルト

動翼、静翼、ディスク、ケーシング等の重要部品について実施。

工作 重要部品の材料検査及び完成検査を実施。 重要部品の完成時立会検査を実施。

故障時のための措置

直結補機としてガスジェネレーター用のFOポンプ、LO供給ポン
プ、LO環油ポンプが、パワータービン用の独立LOポンプが設置
されている。FOポンプ、LOポンプは各々２台装備され、１台故障
時にも対応可能。

左右舷の機関及び機関の運転に必要な補機器類は全て独立し
ており、一方の故障が他方に影響を及ぼすことがないシステム
となっている。

ガスジェネレーターとパワータービンの潤滑油系統は共通のた
め、機付のポンプ（ガスジェネレータ用、パワータービン用）のう
ちどちらかのポンプが故障した場合においてもエンジン停止まで
の給油が可能。

動揺状態等おける作動

(1)ガスジェネレーターの動作環境は衝撃加速度を15gで評価（航
空機用で評価済み）
(2)ガスタービンはエンクロージャーに収納され、エンクロー
ジャーと船体間は防振ゴムを採用。

(1)ガスジェネレータは航空転用型であり、衝撃加速度は15Gで
設計され、評価試験で確認されている。
(2)ガスタービンはエンクロージャに収納され、エンクロージャと船
体間は防振ゴムにより動揺を吸収する。
(3)ガスタービンと減速装置はダイヤフラム・カップリングで連結し
て動揺を吸収する。
(4)基本構造が艦艇で実績のあるLM2500と同じであり、動揺に
は問題ないと判断。

ガスタービン全体について傾斜、動揺を考慮して設計。

操作等

ガスタービンの制御は下記３種類の操作盤により実施すると共
に、ウォータージェットの操作機能も兼ねている。
１．主機操作パネル；ブリッジにあり船を運行する際はこちらから
操作
２．機側操作盤；点検などで使用するが主機操作パネルとの併
用も可
３．ウィング操作パネル；接岸時に使用する事ができる
　なお、安全装置も含む所定の確認を定期点検時に実施する。

ガスタービンの制御は機側制御装置で行うが、本船は船橋の操
船卓上の遠隔操作盤により操作可能である機関室無人化船と
なっている。遠隔操作盤は陸上試験により操作の確認を行って
いる。

PLC（プログラマブル・ロジック・コントローラ）による始動、停止
シーケンスを含む自動制御。
基本的な操作釦は始動、停止、非常停止のみ。

始動装置 油圧モーターによる。 左右舷独立した油圧モータによる。
交流電動機により補機減速機を介してガスジェネレーターを駆
動。

GE社は主要な構造部品（シャフト、フレーム、翼等）を内製し、そ
の他を外注している。外注部品についてはGE社による品質監査
を行い、GE社内と同等の品質管理体制にあることを確認。最終
的に、ガスタービンの回転部品の動釣り合い試験を含む組立及
び確認運転を検査官立会の上で実施。
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推進器用
（Ａ丸に搭載）

推進器用
（Ｂ丸に搭載）

発電機駆動用
（Ｃ丸に搭載）

点火装置

燃焼器はキャニュラ方式であるため燃焼部分は分割されており
（後半でリングになる）９個の燃焼筒がある。
　イグナイタは３番、７番にあって、点火後は連結管を伝って他
の燃焼筒に火炎が伝播する。
　エキサイタは１組。油圧始動方式で、起動油はクーラで冷却す
る様にしているため連続始動可能になっている。

エキサイタ及びイグナイタプラグは２組装着されており、陸上試
験で６回の連続始動試験により連続始動が可能であることを検
査官立会のもとで確認。

各燃焼器（4缶）に対して2系統装備。

潤滑油装置
(1)ガスジェネレーター直結のLOポンプ
(2)パワータービン用独立LOポンプ

ガスジェネレータ及びパワータービン共通の機付ＬＯ給油ポンプ
１台と６個の独立した排油エレメントを持つ１台の機付排油ポン
プを装備。
航空用と同一であり、多くの実績を持っている。

(1)ガスジェネレーター用LOポンプ（機付1台）
(2)パワータービン用LOポンプ（機付1台）
(3)プレポストLOポンプ（独立1台）

安全装置

(1)自動危急停止（過回転、過振動、LO圧力低下、制御油圧力
低下、FO圧力低下、発生ガス高温、火炎喪失、ブラックアウト、
ガバナ故障、消火装置作動等に対して作動。）
(2)手動危急停止
(3)自動減速（GG8入口空気圧力低下、ウォータージェットポンプ
作動油圧力低下、他舷ガスタービン停止、浮上用機関停止等に
対して作動）
(4)警報装置（回転数、振動、圧力、温度、電源等の異常に対し
て作動）
上記(1)～(4)の作動試験実施。
制御装置はCPU使用のため環境試験を実施。

(1)自動非常停止（GG/PT回転速度高高、PT回転速度過速度高
高、起動渋滞、PT入口ｶﾞｽ温度高高、ｽﾄｰﾙ、失火、LO入口圧力
低低、LOﾀﾝｸ液位高高、FO入口温度高高、FO入口圧力低低、ｽ
ﾗｽﾄ軸受圧力低低、火災などに対して作動）
(2)手動非常停止
(3)自動減速（振動高高、VSV位置不良高高、燃料制御弁位置
不良高高、圧縮機吸気差圧高高、LO入口温度高高、LO戻り温
度高高、吸気ﾃﾞﾐｽﾀ差圧高高、ﾀｰﾋﾞﾝ圧力ﾊﾞﾗﾝｽ異常などに対し
て作動）
(4)警報装置（PT入口ｶﾞｽ温度高、振動高、PT推力

(1)自動非常停止（過速度、LO圧力低下、始動渋滞、異常振動、
排気温度偏差大、排気温度高、制御電源異常、失火、PLC異
常、可変静翼偏差大）
(2)手動非常停止（押釦による）
(3)警報表示（LO圧力低下、FO圧力低下、フィルタ差圧高、異常
振動、排気温度偏差大、排気温度高、制御弁偏差大、潤滑油タ
ンク油面低、検出器異常一括、補機故障一括）
上記(1)～(3)の作動試験実施

給電停止後の再始動

（給電停止後の再給電された場合）
電源回復後、始動条件が整えば再始動可能
（制御装置への給電停止中の場合）
制御装置は安全な停止ができる程度に非常電源にてバックアッ
プ
（大電力のファン・モーター等設備のバックアップなし）

（給電停止後に再給電された場合）
ガスタービン制御装置は特別な立上げ作業をすることなく、始動
条件が揃っていれば再始動可能であり、検査官立会の上確認。
（制御装置への給電停止中の場合）
制御装置は２電源（AC100V(通常)/DC24V(非常用)）により作動
可能であり、検査官立会の上両電源で作動することを確認。

電源回復後、始動条件が整えば再始動可能。

陸上試運転の方法
28,000PSに対し、25、50、75、90、100、110%の負荷試験をそれ
ぞれ10分間。
開放検査はボアスコープ及び目視による検査。

ＪＧにより承認された「陸上試験方案」に従い、検査官立会の上
で以下を確認。
起動試験、負荷試験（25%30分、50%30分、75％30分、保証点60
分、100%4時間）、振動試験、騒音試験、ＧＴパッケージ移動量計
測、警報/安全装置作動試験、遠隔制御作動試験、付属装置作
動試験。
開放検査はボアスコープ及び目視による検査。

JGに承認された「陸上試験方案」に従い検査官立会の上で以下
を確認。
起動試験、停止試験、再起動試験、負荷試験（25%30分、50%30
分、75%30分、100%3時間）、振動試験、警報安全装置作動試
験、調速機性能試験。
解放検査はボアスコープ及び目視による検査。
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４．舶用ガスタービンの不具合事例について 

 

 現在までに実船に搭載されて運転されている舶用ガスタービンで発生した不具合の事例は、検査す

べき要点を把握するという意味からも、また過剰に詳細な規定とすることを避ける意味からも重要で

ある。舶用ガスタービンの主要事故の一覧を表 4.1に、その詳細を表 4.2にそれぞれまとめた。 
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4.1 ジェットフォイル搭載ガスタービンの主要事故（一覧） 
表4.1 舶用ガスタービンの主要事故（一覧）              2005年6月24日 

事故年月日 損　傷　箇　所　・　内　容 損　傷　原　因

ガスジェネ コンプレッサーブレード関係

4 1991-05-02 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻﾌﾞﾚｰﾄﾞ 1段ﾌﾞﾚｰﾄﾞ１枚先端1/6欠損、振動大 塩害 ﾌﾞﾚｰﾄﾞ腐食ピット→疲労破壊 ｻｰﾒﾀﾙ･ｺｰﾃｨﾝｸﾞ。水洗浄。 航行後､水洗浄実施１回／日

22 1999-08-13 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻﾌﾞﾚｰﾄﾞ 1段ﾌﾞﾚｰﾄﾞ付根1枚折損 ﾌﾞﾚｰﾄﾞﾀﾞﾌﾞﾃｰﾙ部のﾌﾚｯﾃｨﾝｸﾞ→高ｻｲｸﾙ疲労

23 2000-02-28 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻﾌﾞﾚｰﾄﾞ 5段ﾌﾞﾚｰﾄﾞ付根1枚折損 ｺﾝﾌﾟﾚｯｻのｻｰｼﾞﾝｸﾞ？→高ｻｲｸﾙ疲労

25 2001-08-15 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻﾌﾞﾚｰﾄﾞ 2段ﾌﾞﾚｰﾄﾞ付根1枚折損 翼固定ﾋﾟﾝ硬度不足→高ｻｲｸﾙ疲労 当該ピンの硬度確認

27 2002-12-11 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻﾌﾞﾚｰﾄﾞ 2段ﾌﾞﾚｰﾄﾞ付根1枚折損 TE部腐食ピット→高ｻｲｸﾙ疲労 腐食ピットの検査

3 1989-06-27 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻﾌﾞﾚｰﾄﾞ ﾌﾞﾚｰﾄﾞ9段5枚､10段1枚根元折損 疲労破壊、原因不明 本エンジン固有？ 材料欠陥か製造時ミス

9 1993-04-11 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻﾌﾞﾚｰﾄﾞ等 ﾌﾞﾚｰﾄﾞ全段(415枚)､ﾍﾞｰﾝ全段損傷 異物を吸入。 整備不良 工事のミス

15 1996-07-12 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻﾍﾞｰﾝ 2段ﾍﾞｰﾝ折損、破片被害拡大 原因不明、初期欠陥？ メーカの品質管理

16 1996-08-08 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻﾍﾞｰﾝ 2段ﾍﾞｰﾝ折損、破片被害拡大 原因不明、初期欠陥？ メーカの品質管理

20 1997-09-11 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻﾌﾞﾚｰﾄﾞﾎｲｰﾙ 1段ｺﾝﾌﾟﾚｯｻﾌﾞﾚｰﾄﾞﾎｲｰﾙ飛散 ﾀﾞﾌﾞﾃｰﾙ溝端部Ｒ応力集中 新型ﾎｲｰﾙに交換

ガスジェネ タービンブレード関係

17 1996-09-13 GG ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ 2段ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ#63植込部折損、破片被害 ｾﾚｰｼｮﾝ形状異常、低ｻｲｸﾙ疲労 製造不良部品 メーカの品質管理

19 1997-02-22 GG ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ 1段ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ 1枚根元折損、破片被害 異常燃焼。部品欠陥？ 燃料ノズル点検強化

28 2003-04-10 GG ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ 2段ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ 1枚根元折損 高ｻｲｸﾙ疲労。ﾌﾞﾚｰﾄﾞﾀﾞﾌﾞﾃｰﾙ部表面に粒界侵食発生、ﾊﾟﾜｰﾀｰﾋﾞﾝ過速度ﾄﾘｯﾌﾟによる高応力により破壊

29 2003-08-15 GG ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ 2段ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ 1枚根元折損 高ｻｲｸﾙ疲労。PT過速度ﾄﾘｯﾌﾟ発生時にﾌﾞﾚｰﾄﾞとｹｰｼﾝｸﾞ接触、高い振動応力により破壊

30 2003-08-22 GG ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ 2段ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ 1枚根元折損 高ｻｲｸﾙ疲労。PT過速度ﾄﾘｯﾌﾟ発生時にﾌﾞﾚｰﾄﾞとｹｰｼﾝｸﾞ接触、高い振動応力により破壊

31 2004-09-12 GG ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ 1段ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ 1枚ｼｬﾝｸ部折損 高ｻｲｸﾙ疲労。1段ﾀｰﾋﾞﾝﾍﾞｰﾝが局部的にﾊﾞｰﾝｽﾙｰし、高ｻｲｸﾙ加振。 新型ﾍﾞｰﾝ(冷却性能向上)を組込む。

ガスジェネ ベアリング関係

5 1991-07-15 GG 補機駆動軸ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ ｱｸｾｻﾘﾄﾞﾗｲﾌﾞﾕﾆｯﾄ下部軸受等損傷 ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ挙動に異常 駆動軸方向のガタを抑制。 メーカー品質管理不良

6 1991-09-01 GG ﾘｱ側ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ ｺﾝﾌﾟﾚｯｻNo.2軸受損傷 ｲﾝﾅｰﾚｰｽ表面の粗度に問題 品質管理強化。 メーカー品質管理不良

7 1991-12-24 GG 下側ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ ｽﾀｰﾀ及びｱｸｾｻﾘﾄﾞﾗｲﾌﾞ ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ異常 ギヤ固定ﾅｯﾄ緩み ガタを抑制。 メーカー品質管理不良

8 1992-03-31 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ･ｽﾌﾟﾗｲﾝ 軸ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ,14段目ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｽﾌﾟﾗｲﾝ段付摩耗 ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ、振動増加｡表面硬度不足。 摩耗対策、ｸﾛｰﾑﾒｯｷｺｰﾃｨﾝｸﾞ

12 1993-12-24 GG 補機駆動装置 補機駆動軸用ﾎﾞｰﾙﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ損傷 ﾎﾞｰﾙ及びﾚｰｽの表面が損傷 ガタを抑制。 メーカー品質管理不良

13 1994-03-08 GG 補機駆動装置 補機駆動軸用ﾎﾞｰﾙﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ損傷 基本寿命より早く軸受損傷 基本寿命時間で軸受交換 メーカー品質管理不良

ガスジェネ その他

10 1993-06-15 GG 燃料系 燃料ﾎﾟﾝﾌﾟ､ﾉｽﾞﾙ､ﾊﾞﾙﾌﾞ等燃料系統に発錆 燃料系に海水が混入し、発錆。 全分解修理 座礁事故、燃料タンク船底部破孔

11 1993-10-04 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 10段ﾌﾞﾘｰﾄﾞ弁 Oﾘﾝｸﾞ破損、白煙発生 ﾎﾟﾍﾟｯﾄとﾋﾟｽﾄﾝの締め付けに緩み Oﾘﾝｸﾞを交換し締め付け点検 作業ミス

18 1997-01-02 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ ﾍﾞｰﾝASSY 4個、ﾌﾞﾚｰﾄﾞ 48個損傷 作業ミス、ビス混入し打傷多数 工事ミス

32 2005-05-02 GG ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 白煙発生、ｹｰｼﾝｸﾞ接合部からｶﾞｽ漏れ ﾀｰﾋﾞﾝ･ﾌﾟﾗｲﾏﾘ･ｼｰﾙ溶射部剥離

パワータービン タービンブレード関係

1 1985-09-24 PT ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ PT 4段ﾌﾞﾚｰﾄﾞ１枚根元より欠落 破断形態は疲労破壊 (粒界腐食？) 燃焼状況？→電子ガバナへ変更

2 1987-07-13 PT ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ PT 4段ﾌﾞﾚｰﾄﾞ１枚根元より欠落 破断形態は疲労破壊 (粒界腐食？) 水分除去ﾌｨﾙﾀ取付け 燃焼状況？→電子ガバナへ変更

14 1996-01-21 PT ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ PT 4段ﾌﾞﾚｰﾄﾞ１枚端部1/3折損 ﾌﾞﾚｰﾄﾞ１枚疲労破壊、破片被害

21 1998-11-21 PT ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ PT 4段ﾌﾞﾚｰﾄﾞ１枚先端1/2折損 異物衝突、高ｻｲｸﾙ疲労

24 2001-03-13 PT ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ PT 4段ﾌﾞﾚｰﾄﾞ１枚折損 ﾌﾞﾚｰﾄﾞ先端がｹｰｼﾝｸﾞに接触、ｹｰｼﾝｸﾞの歪み 間隙計測（計測点増やす）

26 2002-02-14 PT ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ PT 4段ﾌﾞﾚｰﾄﾞ１枚折損 ﾌﾞﾚｰﾄﾞ重量ﾊﾞﾗﾂｷ、高ｻｲｸﾙ疲労 OH時4段ﾌﾞﾚｰﾄﾞの重量計測

　　　　　　　　　　　　　　対　　応　　等
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4.2 ジェットフォイル搭載ガスタービンの主要事故（詳細） 
表4.2 舶用ガスタービンの主要事故（詳細） 

船名・ﾊﾟﾜｰﾀｰﾋﾞﾝ／ｶﾞｽｼﾞｪﾈ TBO整備の
の別・事故発生年月 　部材名称 　　　損傷箇所 　　損傷原因 　　　処置及び対策 使用時間及び事故発生状況 関係の有無
TBO・HSI・臨時整備の別
Ａ丸 パワータービン ４段ブレード１枚根元より欠落 破断形態は疲労破壊、原因は ・予備ロータASSYと交換 事故までの使用時間７６１７時
パワータービン　 （右舷） 他の４段ブレードも翼端大 粒界腐食の可能性はあるが、 ・損傷ロータは整備工場送り 間。ポンプ２１００rpmでT／ 無し
S６０．９．２４ 臨時整備 きく曲損（二次損傷） 断定出来ない ・タービン負荷装置を設置 OFF中N１高振動で自動停止
Ｂ丸 パワータービン ４段ブレード１枚根元より欠落 同上 S６０年みかどで粒界 事故までの使用時間１２３６５時
パワータービン　 （左舷） 欠損ブレード周囲ブレード数枚 　　同 　　　　上 腐食の可能性があることの 間。ポンプ２１００rpmでT／OFF 無し
S６２．７．１３ ＨＳＩ整備 及び４段ベーンに損傷（二次損 対策として空気取り入れ口に 直後異常音発生N１高振動で

傷） 水分除去フィルタ取り付け 自動停止
Ｃ丸 コンプレッサ ９段ブレード５枚根元折損１枚 （メーカー調査）折損は疲労 ガスジェネ予備機と換装 総運転時間３６３時間（航走）で
ガスジェネ （左舷） 外れ、１０段ブレード１枚根元 破壊によるものであるが、これ 修理メーカーで損傷部修理 発生、航走中突然自動停止。 無し
H１．６．２７ 臨時整備 折損１枚外れ を引き起こした原因は不明 本エンジン固有の問題として （継続運転不能）

メーカー補償工事で処理
Ｄ丸 コンプレッサ １段ブレード１枚欠損（先端より （ブレード表面に塩分による腐 修理メーカーにて損傷部取り 総運転時間：５４６４時間５５分
ガスジェネ １／６）、他段ブレード全段曲損 食ピットが発生していた）破壊 替修理。サーメタル・コーティ 事故までTBO後５９５時間４２分 有り
H３．５．２ TBO整備 又は擦傷。　注：１５mm ブレードは腐食ピット後縁側エッ ング施工。（防食処置） 航行中異常音と共にTIT上昇し （実施済み）

ジ部を起点として、疲労破壊が 航行後、水洗浄実行とした 自動停止。
進展し破壊に至った。 （１回／日）

Ｅ丸 ガスジェネ 補機駆動軸ボールベアリング ベアリングが元の位置に戻る 駆動軸方向に動く事に問題 航走中N1Low Oil Press注意
ガスジェネ （右舷） 過程に於いて何らかの理由に 有る。これの防止のためﾍﾞｱﾘ 灯点灯と同時にN1 Low Oil 無し
H３．７．１５ 臨時整備 より動きが拘束され異常な荷重 ﾝｸﾞを固定する。（ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞの Pressにより自動停止。N1ﾁｯﾌﾟ

がベアリングに作用した（推測） 軸側及びﾊｳｼﾞﾝｸﾞ側にﾛｯｸﾀｲﾄ も点灯。
塗布しﾍﾞﾍﾞﾙｷﾞﾔに適正なﾊﾞｯ 航走時間６２６時間
ｸﾗｯｼｭをｾｯﾄして固定する。

Ｆ丸 コンプレッサ リヤー側ボールベアリング インナーレース表面の粗度に メーカーの品質管理強化。 航走７３４．５時間で発生
ガスジェネ （左舷） 元々問題があり、製造時の品 起動時高振動アラーム、後N1 無し
H３．９．１ 臨時整備 質管理上のミスではないかと エンジン換装。 チップデテクタアラーム点灯の

思われる。 為継続運転中止
Ｅ丸 ガスジェネ スタータドライブ及びアクセサリ スタータドライブ側のギヤ固定 ガスジェネ交換 航走中チップアラーム点灯
ガスジェネ 　 （右舷） ドライブ側の組み合わせベアリ ナットの締め付けトルクが不足 メーカーに注意喚起 帰港後点検：チップデテクタ及び 無し
H３．１２．２４ 臨時整備 ング（下側ベアリング） しナットが緩んだものと思われる 新造搭載機（航走時間７０９ フィルタに多量の金属粉付着

時間２２分） LOに金属粉観察された
Ｅ丸 ガスジェネ １４段目コンプレッサスプライン コンプレッサ１４段目タービン部 定常運転時の振動値及びエ TBO整備後搭載、航走１９０時
ガスジェネ 　 （雄軸）全歯数３５枚（タービン 前部シャフト側（共にスプライン ンジン組立前のアンバランス 間２４分で発生。航走開始中 有り
H４．３．３１ 臨時整備 トルク伝達面）に０．２mm段付 部）のアンバランス量の増加が 量を改正し振動低減につと 又艇走中アラーム点滅。 （解決済み）

き摩耗 大きく且つスプライン部のアン める。今後供給するフィルタ
バランス合成ベクトル和も大き エレメント３μmとしスプライン
く、このため振動が増大したと推 表面硬度を上げ面圧に対す
定。 る余裕を大きくした。（改良）

Ｃ丸 コンプレッサ ブレード全段損傷 異物を吸い込んだものと思われ コンプレッサは修理メーカーで損 総運転時間６６２９時間（航走）
ガスジェネ （左舷） ベーン全段損傷 る。（２月年時検査時の空気取り 傷部修理。ホットセクション部 TBO後運転時間３３時間 無し
H５．４．１１ TBO整備 （ﾌﾞﾚｰﾄﾞ415枚／1020枚中） 入れスペースの掃除又は通常 はＡ社にて分解点検し 運航終了後の点検：入口静翼

整備の不始末と推測） 異常の無いこと確認。 の１段翼曲損発生
Ｇ丸 ガスジェネ 燃料ポンプ、燃料ノズル、 燃料系に海水が混入したため 両舷ガスジェネ換装。 H５．６．１５座礁事故、燃料タン
ガスタービン 燃料バルブ等燃料系全般 発生した錆による損傷 修理メーカーに送り、全分解 ク船底部破孔、タンク内浸水、 無し
ＨＳＩ　TBO 　　 修理。 燃料系に海水が混入した。
H５．６．１５ 臨時整備
Ｆ丸 ガスジェネ １０段ブリード弁 ポペットとピストンの締め付け TBO時にはポペットを取りは 航走直前、煙突から多量の黒
ガスジェネ （左舷） に緩みが生じ、Oリングを破損 ずしOリングを交換し締め付け 煙を認めた。LO系統の異常が 無し
H５．１０．４ ＨＳＩ整備 させた。 を点検する。エンジン換装 予想されたため継続運転中止。
Ｄ丸 補機駆動装置 補機駆動軸用ﾎﾞｰﾙﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ ﾎﾞｰﾙ及びﾚｰｽの表面が損傷に ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞを軸側、ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ側に 航行中N1ﾁｯﾌﾟ警報灯が点灯し
ガスジェネ よりﾎﾞｰﾙが円滑に回転しなくな ﾛｯｸﾀｲﾄを塗布してﾍﾞﾍﾞﾙｷﾞｬに た。出港時起動したが 無し
H５．１２．２４ ＨＳＩ整備 りﾘﾃｨﾅｰを止めているﾘﾍﾞｯﾄが疲 適正なﾊﾞｯｸﾗｯｼｭをｾｯﾄした状 駆動ﾓｰﾀは作動するが回転上

労折損しﾘﾃｨﾅｰが破断ﾎﾞｰﾙが 態で固定した。 昇せず不起動となった。
飛び出したものと推定。
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船名・ﾊﾟﾜｰﾀｰﾋﾞﾝ／ｶﾞｽｼﾞｪﾈ TBO整備の
の別・事故発生年月 　部材名称 　　　損傷箇所 　　損傷原因 　　　処置及び対策 使用時間及び事故発生状況 関係の有無
TBO・HSI・臨時整備の別
Ｈ丸 ガスジェネ 補機駆動軸用ﾎﾞｰﾙﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ 原因不明：ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞの基本寿命 ｴﾝｼﾞﾝのｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ時の軸受 航走５３３時間３５分の短時間
ガスジェネ （右舷） （L１０）、１００００時間よりも短い け点検を入念に行うこととし で発生。突然N1潤滑油圧力 無し
H６．３．８ TBO整備 時間で損傷する可能性の１０％ 損傷発生の可能性をより少 低下により自動停止した。

に該当する軸受けが損傷した なくするために基本寿命
ものと考えられる。 （L１０）時間で当該軸受けを

交換するものとする。
ガスジェネ換装

Ｉ丸 パワータービン ４段ブレード１枚端部より ブレード１枚に疲労破壊が発生 パワータービン換装 航走開始時高振動トリップその
ﾊﾟﾜｰﾀﾋﾞﾝ （右舷） １／３折損、３枚割れ、５枚打傷 折損し破片が他のブレードに当 修理メーカーにて損傷部修理 後振動値が少し高い他、正常 無し
H８．１．２１ TBO整備 った。 （４段ブレード全６９個交換）
Ｊ丸 コンプレッサ ２段ベーン折損、その破片等 メーカー並びに修理メーカーにて調査 代替機 借用。 総運転時間２１９５時間１分
ガスジェネ （左舷） による二次災害を起こし、 をしたが明確な原因不明。 HＳＩ整備後総運転時間８２９時 無し
H８．７．１２ HSI整備 ﾍﾞｰﾝ／ﾌﾞﾚｰﾄﾞ全数取り替えと 間３４分。航行中航走開始後

なった。 高TIT注意灯点灯。
Ｊ丸 コンプレッサ ２段ベーン折損、その破片等 メーカー並びに修理メーカーにて調査 代替機 借用。 総運転時間３２７６時間２３分
ガスジェネ （左舷） による二次災害を起こし、 をしたが明確な原因不明。 HＳＩ整備後総運転時間１５４時 無し
H８．８．８ 臨時整備 ﾍﾞｰﾝ／ﾌﾞﾚｰﾄﾞ全数取り替えと 間２１分。シフトのためガスター

なった。 ビン起動後約２分して停止した。

Ｄ丸 コンプレッサ 第２段ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞの＃６３が セレーション形状の異常（くぼみ 修理メーカーにてｶﾞｽｼﾞｪﾈ、 総航走時間１１４００時間。
ガスジェネ 植え込み部より折損した、更 ）により引き起こされた強度の ﾊﾟﾜｰﾀｰﾋﾞﾝ、TBO。 航走中突然自動停止となる。 無し
H８．９．１３ TBO整備 に折損片がﾊﾟﾜｰﾀｰﾋﾞﾝ迄ダ 偏当たりにより局部応力が増大 ガスジェネ振動モニタ計を設置 再起動したが振動、異常音発生

メージを及ぼした。 しそこを起点にLCF（低サイクル ｶﾞｽｼﾞｪﾈ、ﾊﾟﾜｰﾀｰﾋﾞﾝ換装。 のため運航中止とした。
疲労）により、ブレードが折損し
た。突発事故。

Ｋ丸 コンプレッサ ﾍﾞｰﾝASSY空気入り口１個 ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｴｱｰｲﾝﾚｯﾄﾍﾞﾙﾏｳｽ内部 修理メーカーにて損傷部修理 入港後の点検中、左舷ガスジェ
ガスジェネ （左舷） ﾍﾞｰﾝASSY１．２．４．６段各１個 に径５＊20mmの丸ビス（打傷あ ガスジェネ換装。 ネのコンプレッサ１段ブレードに 無し
Ｈ９．１．２ HSI整備 ﾌﾞﾚｰﾄﾞ１段３３個、１１段１５個 り）が落ちていた。注：本事故は 打傷を多数発見した。

前回検査でガスジェネ搭載時に
手落ちがあり丸ビスを残して組
立てたものと推測される。

Ｌ丸 コンプレッサ １段ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ付根部分より メーカー並びに修理メーカーにて原因 ガスジェネ、パワータービン換装。 総航走時間２８８１時間
ガスジェネ １枚折損。１段ﾍﾞｰﾝの損傷（全 調査中。 ＨＳＩ整備後総航走時間１６０４ 無し
Ｈ９．２．２２ ＨＳI整備 数３０枚）並びに２段、３段ﾌﾞﾚｰ 異常燃焼により生じた故障。 時間。出港航走開始開始
ﾊﾟﾜｰﾀﾋﾞﾝ パワータービン ﾄﾞに細かい金属粒多数付着有 同じ時期の製品に対する部品 と同時に振動警報点灯ストール
Ｈ９．２．２２ TBO整備 り。３、４段ﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ８６・６９ 欠陥の疑い。ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ 異状音発生。

枚。３、４段ﾀｰﾋﾞﾝﾍﾞｰﾝ６・６枚 折損による二次災害。 総運転時間２４４５時間２３分。

Ｊ丸 コンプレッサ １段コンプレッサブレードホイー ダブテール溝端部コーナーＲにお 代替機 借用 総運転時間３０４３時間
ガスジェネ （左舷） ルが損傷 ける応力集中。 メーカーで改良設計。 TBO後９６０時間 無し
Ｈ９．９．１１ ラグの両側からクラックが入ったた ホィール非破壊検査頻度上げる

め飛散。 新型ホィールに交換

Ｍ丸 パワータービン ４段タービンブレード１枚先端よ 異物衝突により起点発生、高サイ ガスジェネ、パワータービン換 TBO後２１５９時間。
パワータービン　 （左舷） り１／２翼長で折損 クル疲労破壊。 装。 累計航走時間４５５７時間。
H.10.11.21 無し

Ｎ丸 コンプレッサ １段コンプレッサーブレード付根 フレッティングが起因となり高サ ガスジェネ換装。 総航走時間４７９６時間
ガスジェネ 　 （右舷） より１枚折損 イクル疲労によるクラック進展。 ＴＢＯ後１０３１時間 無し
H.11.8.13

Ｉ丸 ガスジェネ ５段コンプレッサーブレード付根 サージングの可能性が最も高い。 ガスジェネ換装。 総航走時間１０４１６時間
ガスジェネ （右舷） より１枚折損 （異物の入った痕跡、材料欠陥は、 未修理 TBO後１００３時間 無し
H.12.2.28 なし。） 
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船名・ﾊﾟﾜｰﾀｰﾋﾞﾝ／ｶﾞｽｼﾞｪﾈ TBO整備の
の別・事故発生年月 　部材名称 　　　損傷箇所 　　損傷原因 　　　処置及び対策 使用時間及び事故発生状況 関係の有無
TBO・HSI・臨時整備の別
Ｏ丸 パワータービン ４段タービンブレード１枚折損 ブレード先端がケーシングに接触 ガスジェネ、パワータービン換
パワータービン　 （左舷） ケーシングの歪み 装。 総航走時間８７９５時間
H13.3.13 ＯＨ時４段ブレードとケーシング TBO後５４時間 有り

の隙を計測（計測点を増やす）

Ａ丸 コンプレッサ 2段コンプレッサブレード１枚 高サイクル疲労 ガスジェネ、換装
ガスジェネ （左舷） 根元より折損 起点は翼固定ピン差込溝Ｒ部 製造番号の近いガスジェネの 総航走時間１３９８７時間
H13.8.15. ピンの硬度不足 当該ピンの硬度確認 TBO後８９２時間 無し

Ｅ丸 パワータービン ４段タービンブレード１枚 高サイクル疲労 ガスジェネ、パワータービン換
パワータービン　 （左舷） ダブテール上部より折損 ブレード重量のバラツキ 装。 総航走時間１０４３３時間
H14.2.14. ＯＨ時４段ブレードの重量計測 TBO後１９９１時間 無し

Ｐ丸 コンプレッサ 2段コンプレッサブレード１枚 高サイクル疲労 ガスジェネ、パワータービン換装
ガスジェネ （左舷） 根元より折損 起点はブレードTE部分にあった腐食 総航走時間２０４９４時間
H14.12.11. ピット、ブレードの共振 使用時間を考慮し腐食ピットの発 TBO後３０７時間 無し

生を調査する。

Ｑ丸 ガスジェネ 2段タービンブレード１枚 高サイクル疲労 ガスジェネ、パワータービン換装
ガスジェネ （左舷） 根元より折損 総航走時間１８５０７時間
H15.4.10 TBO後１７７１時間 無し

Ｑ丸 ガスジェネ 2段タービンブレード１枚 高サイクル疲労 ガスジェネ、パワータービン換装
ガスジェネ （右舷） 根元より折損 総航走時間23704時間
H15.8.15 TBO後341時間 無し

Ｐ丸 ガスジェネ 2段タービンブレード１枚 高サイクル疲労 ガスジェネ、パワータービン換装
ガスジェネ （右舷） 根元より折損 総航走時間18513時間
H15.8.22 TBO後７２７時間 無し

Ｍ丸 ガスジェネ 1段タービンブレード１枚 高サイクル疲労 ガスジェネ、パワータービン換装 総航走時間15112時間
31 ガスジェネ （左舷） シャンク部の冷却空気通路内側 TBO後1127時間

H16.9.12 コーナー部より折損 出港後航走開始中に高TITで 無し
トリップ。再起動3回目に振動
大でトリップ

Ｍ丸 ガスジェネ タービン・プライマリ・シールの 調査中 ガスジェネ換装 総航走時間約16350時間 調査中
ガスジェネ （左舷） 溶射部剥離 TBO後約420時間。入港直前の

32 H17.5.2 減速時に白煙発生。入港後の
点検で圧縮機ディフューザ付近
より漏油。ケーシング接合部より
燃焼ガス及び冷却空気の漏れ

備考の欄
　×印：重大事故に該当しない。
　注１：機械ガバナー。　
　注２：Ａ社では、補機駆動４ベアリングは事故以降解放時１００％交換している。
　注３：限界値までは、メッキ対応としている。改良クロムコーティング以後減っていない。
　注４：デュアルノズル（カーボンアタックではないのか。）搭載。なお、Ａ社ではシングルノズルを使用している。
　注５：同一ロット材質のものは点検注意が出され、現在は対処済み。

番号
損傷部材

27

28

26

パワータービン過速度トリップ時にブレードと
ケーシングが接触、割れ発生、高回転域で
の高い振動応力により破壊

24

25

1段タービンベーンが局部的にバーンスルー
し、周方向の燃焼ガス流量不均一による高
サイクル加振により破壊

ブレードダブテール部表面に粒界侵食発
生、パワータービン過速度トリップによる高
応力により破壊

29
パワータービン過速度トリップ時にブレードと
ケーシングが接触、割れ発生、高回転域で
の高い振動応力により破壊

30
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５．舶用ガスタービンの設計・試験基準の検討について 

 

 ３．に示した現行の船舶機関規則及び同心得を、NK鋼船規則またはABS規則を取り入れるというかたちで

改訂するという方針により、主要な項目について、現行の規定の該当箇所（規定がない場合はその旨を示す）

と、対応するNK鋼船規則及びABS規則を整理した。改訂に当たって、既存の条文（またはその修正）で対応

できるか、いずれかの船級の規定をベースとして取り入れるかあるいは新規に作成するかを検討し、得られた

結論を合わせて表5に記述した。 
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表５． 舶用ガスタービンの設計・試験基準の検討事項（案） 

取り入れ（案）
取り入れ先／取り入れ規則

ガスタービンの定義 －
JIS B8040にガスタービンの定義が規定されているが，一般常識の範
囲だと考えられるので，NK規則には特に規定していない。

－
船舶検査の方法／用語、同型機関及
び類似機関等の定義を規定

ガスタービンの重要部品 船舶機関規則心得附属書[1]10(3) D編4.2.1-1 －
船舶機関規則心得／船舶機関規則

心得附属書[1]10(3)

重要部品の材料試験 船舶機関規則心得附属書[2](1) 同上 3.1
船舶機関規則心得／船舶機関規則

心得附属書[2](1)

重要部品以外の材料試験 船舶機関規則心得4.0(d)
D編規則1.2.1-2.(1)により「日本工業規格又は本会が適当と認
める規格に適合しなければならない。」こととなる。

－
船舶機関規則心得／船舶機関規則

心得4.0(d)

重要部品の非破壊試験 － D編4.2.1-2 13.3.1
船舶検査の方法／NK鋼船規則D編

4.2.1-2

高温部に使用される材料の疲労、高温クリープ等へ
の考慮

－ D編4.2.1-3 5.1
船舶機関規則心得／NK鋼船規則D

編4.2.1-3

小型ガスタービン（375kw未満）の材料検査の方法
船舶機関規則心得附属書[2](1)

(ⅰ)

D編要領D1.1.4(1)(b)により「出力100kW以上375kW未満の原動
機については，JIS規格又は本会が適当と認める規格に適合し
たものとすることができる。」となっている。

3.3.3
船舶機関規則心得／船舶機関規則

心得附属書[2](1) (ⅰ)

承認された品質保証体制下で製造される量産ガス
タービンの材料試験

事業の認定に関する規則 事業所承認規則 3.3.4 事業場の認定に関する規則

定格出力の評価基準 － 特に規定していない。 5.1 －

溶接施工試験及び溶接法承認試験 船舶検査の方法附属書C D編11章 13.1.2
船舶検査の方法／船舶検査の方法

附属書C

使用回転数範囲内での有害な振動及びサージング
の回避

船舶検査の方法附属書C D編4.2.2-1 5.1
船舶検査の方法／船舶検査の方法

附属書C

熱膨張による有害な変形及び据付の考慮 －
D編4.2.2-2
4.2.2-5

5.1
船舶機関規則心得／NK鋼船規則D

編4.2.2-2
4.2.2-5

運転中の部品が脱落した場合の措置 － D編4.2.2-6 －
船舶機関規則心得／NK鋼船規則D

編4.2.2-6
航空法通達

高温部の防熱措置 第9条第１項 D編1.3.1-1.及び1.3.4-3. 11.5 船舶機関規則／第9条第１項

設
計
強
度

船舶機関規則／船舶機関規則心
得／船舶検査の方法

NK鋼船規則 ABS規則
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取り入れ（案）
取り入れ先／取り入れ規則

防音エンクロージャの要件 第9条第2項 D編4.3.4 7.13
船舶機関規則／第9条第2項，

船舶機関規則心得／NK鋼船規則D
編4.3.4

始動装置の機能 第30条 D編4.3.3 7.7.4
船舶機関規則心得／NK鋼船規則D

編D4.3.3

点火装置の機能 第31条 D編4.4.4 －
船舶機関規則心得／NK鋼船規則D

編4.4.4-2

潤滑油装置の要件 第32条 D編4.4.6-2，-3
7.7.3
9

船舶機関規則心得／NK鋼船規則D
編4.4.6-2，-3

燃料油装置の要件 第9条の2 D編4.4.5 9 船舶機関規則／第9条の2

給電停後の再始動 第34条 D編4.2.2-4 － 船舶機関規則／第34条

吸排気装置の要件 － D編4.4
7.11
11.3

船舶機関規則心得／NK鋼船規則D
編4.4.1，4.4.2

安
全
装
置

安全装置・警報装置 船舶機関規則心得附属書[8] D編4.3 7.3～7.7
船舶機関規則心得／NK鋼船規則D

編4.3

工場耐久試験 － 特に規定していない。 － 船舶検査の方法／新たに規定

工場受渡試験 － D編4.5 13.1.5 船舶検査の方法／新たに規定

海上試運転 船舶検査の方法1.19.3
B編規則2.3.1-1(5)に，海上試運転において機関の作動状態を
確認する旨の規定がある。

13.5
船舶検査の方法／船舶検査の方法

1.19.3

認定事業場の活用（船舶検査の方法　F編） 事業の認定に関する規則第3条 事業所承認規則 －
事業の認定に関する規則第3条
船舶検査の方法／船舶検査の方法

F編

型式承認 － 同上 13.3.2 －

試
験

そ
の
他

船舶機関規則／船舶機関規則心
得／船舶検査の方法

NK鋼船規則 ABS規則

設
計
強
度
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６．関連規則について 

 

 調査検討の過程において、ガスタービンは、同型機関が相当台数製造されることから、プロトタイプを詳細

に検査することで同型機関の検査の一部を省略できるとするいわゆる型式承認的な手法が適するのではないか、

との意見があった。一方、現行の船舶安全法体系下のなかに製造する事業場（一定の条件を満たした事業場）

をあらかじめ認定することで、その個々の機関の製造中の検査を省略することができる認定事業場制度がある。

これによると、検査のフローはすべて同様であるが、検査官立ち会いが省略できるため、工程管理が容易にな

るというメリットがある。適用の可否は個々のケース毎に判断されるべきものであるが、量産が進んだ場合に

はこの制度の活用が可能であると考えられ、検討する基準案に導入することとした。 

 本報告書では、6.1に認定事業場制度の概要をまとめる。具体的には、「船舶安全法の規定に基づく事業場の

認定に関する規則」の第三条に、ガスタービンが追加（平成16年12月）されたが同規則心得で認定対象物件

の範囲が規定されていないことから、本調査での検討を踏まえ、その範囲をまとめる（表6.1右欄の下線部分）。   

また、6.3に「船舶検査の方法 F編 認定物件に係る検査」として、認定事業場において製造される認定物

件の検査に関する具体的な方法をまとめる（6.3下線部分）。参考のために、6.2に船用品等で活用されている型

式承認・検定制度の概要を示した。 

 

6.1 認定事業場制度の概要 

１． 製造認定事業場及び改造修理認定事業場（法第６条の２） 

(1) 制度の概要 

船舶又は法第２条第１項に定められている物件のうち命令で定めるものの製造工事又は改造修理工事

の能力が、国土交通省令で定める施設、人員、自主検査体制等に係る技術上の基準に適合することに

ついて事業場毎に国土交通大臣が認定を行う制度。 

 

(2) 認定の効果 

認定を受けた事業場が当該認定に係る製造工事又は改造修理工事を行い、船舶の安全性を確保するた

めの技術上の基準に適合することを確認した場合は、当該工事については、定期検査、中間検査、製

造検査等が省略される。 

 

２． 整備認定事業場（法第６条の３）  

(1) 制度の概要 

船舶又は法第２条第１項に定められている物件のうち命令で定めるものの製造事業者が作成し、国土

交通大臣の認可を受けた整備規程にしたがって整備を行う能力につき、国土交通省令で定める施設、

人員、自主検査体制に係る技術上の基準に適合することについて事業場毎に国土交通大臣が認定を行

う制度。 

 

(2) 認定の効果 

認定を受けた整備事業場が当該認定に係る物件等の整備（船舶の堪航性又は人命の安全の保持に影響

を及ぼすおそれのないものに限る。）を行い、その整備が整備規程に従って行われたことを確認した場

合は、当該認定に係る整備を行った事項については整備後30日以内に行われる定期検査又は中間検査

が省略される。 
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３． 各認定事業場の比較 
 製造認定事業場 改造修理認定事業場 整備認定事業場 

工事内容 
 
船舶所有者に対する

メリット 
 
 
 
 
 
 
 

●製造工事 
 
●定期検査、中間検査、

臨時検査等において製

造工事に係る検査の省

略 
（工事中の立会検査省略）

●大改造工事及び 
大修理工事 
●（同 左） 

●整備 
 
●定期検査又は中間検査に

おいて整備を行った事項

に係る検査の省略 
（整備後30日以内に 
限る。） 

 
●大臣の認可を受けた整

備規程が必要。 
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表6.1 船舶安全法の規定に基づく事業場の認定に関する規則 
省令（抜粋）  最終改正（平成16年12月） 船舶検査心得（抜粋） 

第二章 製造工事又は改造修理工事に係る事業場の認定  

（認定）  
第三条  法第六条ノ二 の認定（以下この章において「認定」という。）は、
次に掲げる船舶又は物件の製造工事又は改造修理工事の能力について行う。 
一   小型船舶  
二   鋼製船体  
三   木製船体  
四   強化プラスチック製船体  
五   アルミニウム合金製船体  
六   船尾骨材  
七   かじ  
八   だ頭材及びだ心材  
九   倉口覆布の布地  
十   不燃性材料  
十一  防火戸、防火窓、防火ダンパーその他の仕切りの材料  
十二  火災の危険の少ない家具及び備品  
十三  防火戸の動力開閉装置  
十四  冷却装置の管装置の防熱材、冷却装置の防熱材の防湿用表面材及び接

着剤並びに表面仕上材  
十五  鋼材  
十六  鋼材以外の金属材料  
十七  プラスチック樹脂  
十八  ガラス繊維  
十九  ゴム布  
二十  蒸気タービン  
二十一 内燃機関  
二十二 船内外機  
二十三 船外機  
二十四 ガスタービン  
二十五 ボイラ  
二十六 圧力容器（熱交換器に該当するもの及び貨物タンクを除く。）  
二十七 排気タービン過給機  
二十八 蒸気機関の循環ポンプ及び復水ポンプ  

第2章 製造工事又は改造修理工事に係る事業場の認定 
 
(認定) 
3.1 (a) 認定対象船舶又は物件(以下「認定物件等」という。)の範囲には、次に掲
げる物件を含むものとする。 
(1) 船体 
補機台、貨物倉口閉鎖装置、マスト(ポスト)、通風筒、水密戸、舷門、載貨門、
舷窓、甲板排水管及び弁、隔壁支水弁及びコック(危険物運搬船の独立タンク
並びにメンブレンタンク及びセミメンブレンタンクの防熱材等は含まない。) 

(2) 蒸気タービン 
たわみ軸、たわみ軸継手、復水装置(海水弁を含む。)、潤滑油装置、直結附属
品及び減速装置並びにスラスト軸(当該蒸気タービンと一体型のものに限る。) 

(3) 内燃機関 
冷却装置(海水弁を含む。)、潤滑油装置、燃料油装置(加熱装置を含み、油タ
ンクを除く。)、直結附属品、減速装置及び逆転機並びにスラスト軸(機関本体
と一体型のものに限る。) 

(4) 船内外機 
冷却装置(海水弁を含む。)、潤滑油装置(油タンクを除く。)及び直結附属品(プ
ロペラを含む。) 

(5) 船外機 
冷却装置、燃料油装置(機関と別置の燃料油タンクを除く。)及び直結附属品(プ
ロペラを含む。) 

(6) ボイラ 
缶付弁、水面計、過熱器、エコノマイザー、空気予熱器並びにコンパクトボ

イラの燃焼及び給水装置の附属装置 
(7) 排気タービン過給機 
空気冷却器(当該排気タービン過給機用のものに限る。) 

(8) プロペラ 
可変ピッチプロペラ装置、シュナイダプロペラ装置及びスラスタ装置 

(9) 軸系の変速装置 
逆転機、弾性継手及び流体継手(当該変速装置と一体となつて使用されるもの
に限る。) 

(10) 電動機 
制御器(電動機用のものに限る。) 
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二十九 内燃機関のシリンダ、シリンダライナ、シリンダカバ、ピストン、 
油冷却器、水冷却器、冷却ポンプ及び潤滑油ポンプ  

三十  空気圧縮機（手動式のものを除く。）  
三十一 ボイラの給水ポンプ及び噴燃ポンプ  
三十二 排気タービン過給機の空気冷却器  
三十三 縦軸推進装置  
三十四 ウォータージェット推進装置  
三十五 プロペラ、中間軸、逆転機軸、スラスト軸、プロペラ軸及び船尾管  
三十六 軸系のクラッチ、逆転機、弾性継手及び変速装置  
三十七 弁及びコック  
三十八 ゴムホース  
三十九 弾性体のゴムエレメント  
四十  燃料油移送ポンプ及びビルジポンプ  
四十一 遠隔制御装置の制御盤及び遠隔操作装置の制御盤  
四十二 操だ装置  
四十三 膨脹式救命いかだ  
四十四 救命艇及び救助艇の内燃機関  
四十五 救助艇の船外機  
四十六 火せん、信号紅炎、自己点火灯、自己発煙信号、落下傘付信号、 

発煙浮信号及び救命索発射器  
四十七 消火器  
四十八 消火ポンプ  
四十九 バラストポンプ  
五十  船灯  
五十一 貨物油ポンプ  
五十二 油圧ポンプ及び油圧モータ  
五十三 発電機  
五十四 電動機  
五十五 変圧器  
五十六 配電盤  
五十七 制御器  
２  認定は、改造又は修理の工事の別、船舶又は物件の範囲その他の事項に
ついて必要な限定をして行うことができる。  

(11)ガスタービン 
始動器（増速機、減速機を含む。ただし、電動機を除く。）、熱交換器、燃料

油装置、潤滑油装置、冷却装置（海水弁を含む。）、たわみ軸、たわみ継手、

スラスト軸、パワータービン出力側増速機及び減速機、直結付属品 
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6.2 型式承認・検定制度の概要 

１．制度の概要 

（1） 同型式のものを多量に生産する物件を対象とした制度。 

（2） 小型船舶又は一定の物件（以下「物件等」という。）のプロトタイプについて、設計及び性能

に関する審査を行い、当該設計及び性能が船舶の安全性を確保するための技術上の基準に適

合することについて国土交通大臣が承認する制度。 

（3） 以後、型式承認を受けた製造者が製造する当該型式承認に係る物件等については、承認を受

けた型式どおりに作られていることを確認するための簡易な検査（これを「検定」という）

を行うことにより、その後行う検査に際し検定に合格した事項について検査を省略する。（法

第６条の４第１項） 

 

２．型式承認の審査内容 

  物件等の材料、構造、設備及び性能が船舶の安全性を確保するための技術上の基準に適合してい

るかどうか、設計及び製造能力の審査並びにプロトタイプの製品に対する試験を行う。 

 

３．型式承認・検定の効果 

（1） 型式承認を取得した製造者が当該型式承認に係る物件等を製造し、検定に合格した場合は、

その後最初に行う定期検査、中間検査、製造検査等において当該検定に合格した事項を省略

する。           （法第６条の４第１項） 

（2） なお、型式承認を取得し、かつ、当該型式承認に係る物件等の製造工事の能力 

について法第６条の２の認定を受けた製造者が、当該物件等を製造し、かつ、製造した物件

等が型式どおりであることを確認した場合は、検定に合格したものと見なす。             

（法第６条の４第２項） 

 

6.3 船舶検査の方法 Ｆ編 認定物件に係る検査 

1 通則 

認定事業場において製造される認定物件については、B 編1.2 に定める設計検査及び本編2から5

までに定めるところにより検査を行う。認定事業場において修理される認定物件については、本編6

から8までに定めるところにより検査を行う。 

2 鋼製船体 

進水前及び完成時期に総合配置及び総合形状等について完成状態を目視により検査する。 

3 機関 

3.1 次表に掲げる認定物件にあっては、同表の区分により、3.2 及び3.3 に定める検査を行う。 



 

- 48 - 

 

3.2  表の区分①の認定物件にあっては、1 台ごとに次の検査 

3.2.1  内燃機関、蒸気タービン、ガスタービン、船内外機、船外機、排気タービン過給機、縦軸推進

装置、軸系のクラッチ、逆転機、変速装置及びポンプにあっては、陸上試運転（運転後の解放

検査を含む。ただし、ガスタービンについては、解放検査に代えて、ボアスコープによる内部

の現状検査とすることができる） 

区分 型式 物件の名称 
① 大型 3678ｋＷを超える内燃機関 
  蒸気タービン 
  ガスタービン 
   
 （略）  
 新型 受検台数が 2 台までの内燃機関、ガスタービン、船内外機、船外機、

排気タービン過給機、縦軸推進装置、ウォータージェット推進装置、可

変ピッチプロペラ、軸系のクラッチ、逆転機、弾性継手、変速装置、発

電機、電動機、変圧器 
 （略）  
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７．舶用ガスタービンの設計基準及び検査の方法（案）について 

 

7.1 ガスタービンの同型機関と類似型機関の定義（船舶検査の方法附属書関連） 

（１）用語の定義 

－１ 「圧力比」とは、圧縮機出口圧力(p2)と大気圧力(p1)の比(p2/p1)をいう。 

－２ 「タービン入口温度」は、各社の定義に従ってタービン一段静翼入口温度（燃焼器出口温度）、

タービン一段動翼入口温度あるいはパワータービン入口温度等を設計上「タービン入口温度」

と同様に使用している場合には、その旨を明示したうえで使用して差し支えない。 

－３ 「機関の主要部分」とは、機関の重要部分（圧縮機のディスク、ローター、ケーシング、静翼

及び動翼、燃焼室、タービンのディスク、ローター、ケーシング、静翼及び動翼）をいう。 

－４ 「機関の主要諸元」とは、ISO ベース連続最大出力（吸気／排気ロスも定義すること）、連続

最大回転数、圧力比、連続最大出力時におけるタービン入口温度 （－２に示す各社定義を許

容するものとする）をいう。 

 

（２）「同型機関」とは、次のいずれをも満たすものをいう。 

－１ 機関の主要部分の寸法（圧縮機及びタービンローター各段の最外径寸法等）及び形状が原則 

として、同一であること。 

－２ 機関の主要部分の材料が同一又は同等以上のものであること。 

－３ 燃料噴射方式が同一であること。 

－４ 燃料の種類（液体、気体、液体＋気体の別）が同一であること。 

－５ 機関の動作サイクル（単純サイクル、再生サイクル等）が同一であること。 

－６ 機関の主要諸元の差が５％以内であること。 

 

（３）「類似型機関」とは、同型機関以外の機関であって、次のいずれをも満たすものをいう。 

－１ 機関の主要部分の構造及び形状が同型機関と概ね相似であること。 

－２ 機関の主要諸元の差が同型機関のいずれも１０％以内であること。 

－３（２）の－２から－５までに掲げる事項。 

 

7.2 船舶機関規則、同心得及び船舶検査の方法（案） 

２．に述べた基本方針に従い、３．から６．の検討を踏まえて、船舶機関規則、船舶機関規則心得

及び船舶検査の方法の改定案を作成し、事項毎に対照する形式で表 7にまとめた。 

 表の左の欄は、船舶機関規則（省令）の該当箇所であり、改正を要するのは第 33条の１カ所のみで

ある。中央の欄は船舶機関規則心得（通達）の改正案、右の欄は船舶検査の方法の改正案である。い

ずれも該当箇所のみ記載しており、また、必要に応じて、関連する他の規則（NK鋼船規則等）の該当

条文番号またはその条文を付記している。 

 「船舶検査の方法附属書 C 5-2 新型ガスタービンの陸上試験」のなかに同型機関及び類似機関の定

義が必要であるが、これらは以下のように考えることにした。 
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          表7 船舶機関規則／同心得／船舶検査の方法（案） 下線部は改正部分 

 船舶機関規則 船舶機関規則心得 船舶検査の方法 
  

 
 

 

(B) 機関規則心得において使用する用語の意義につい

ては、附属書［１］「用語の定義」に掲げるところ

によること。 

 

（附属書［１］用語の定義） 

10 機関の重要部分 

(3) ガスタービンにあつては、タービンディスク又

はローター、圧縮機のディスク、タービン及び

圧縮機の羽根及びケーシング、燃焼器、タービ

ン出力軸、軸継手並びに軸継手ボルト 

  (9) その他管海官庁が指示するもの 
 

 

材

料 
 

 
第４条 
機関に使用する材料は、その使用目的に応じ、適正

な化学成分及び機械的性質を有するものでなければ

ならない。 
 

 
 
4.0(a) 機関の重要部分に用いる材料等については、

附属書[2]「材料の基準」によること。 

   (b) 機関の重要部分に用いる材料等に附属書[2]

「材料の基準」の規定に適合しない材料又は同

附属書に規定のない材料が使用されている場合

については、当該材料の化学成分、機械的性質

その他の必要な事項に関する資料を添えて、海

事局検査測度課長まで伺い出ること。 

   (c) 特殊な流体に係わる管装置の材料について

は、当該材料の化学成分、機械的性質その他の

必要な事項に関する資料を添えて、海事局検査

測度課長まで伺い出ること。 
(d)  機関の重要部分に用いる材料等以外の材料につ

いては、(a)から(c)までの規定(附属書[2]２及び３の

規定を除く) を準用する 
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 船舶機関規則 船舶機関規則心得 船舶検査の方法 

材

料 
 

  

 

（附属書[2]材料の基準） 

２ 材料試験及び検査 

機関の重要部分に用いる材料等の材料試験及び検

査については、次に掲げるところによる。 

(1) 機関の重要部分に用いる材料等であつて次に掲げ

るものに用いる材料は、材料試験を行つたもので

あること。ただし、(財)日本海事協会が発行する

証明書であつてその内容が機関規則又は(財)日本

海事協会鋼船規則に適合しているもの及び外国の

政府又は外国の政府が認証した機関が外国におい

て試験を行い発行する証明書であつてその内容が

(財)日本海事協会が発行する証明書に準じている

ものを有する場合であつて、現物が良好なものに

ついては、この限りでない。 

  (i) 長さ30m以上の船舶(平水区域を航行区域とす

る船舶(旅客船を除く) を除く)及び遠洋区域

又は近海区域を航行区域とする長さ30m未満

の船舶(小型兼用船であつて漁ろうに従事しな

い間の航行区域が平水区域又は沿海区域であ

るものを除く)に備える機関のうち次に掲げる

もの 

     (ｲ) 主機並びに主要な補助機関(発電機及び第1

種補機を駆動するものに限る)として用い

る連続最大出力135馬力以上の補助機関 

     1)及び2) 略 

        3) ガスタービンの重要部分。ただし、軸継

手及び軸継手ボルトにあつては、主機に

用いられるものに限る。（以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

B編 1.4.2 材料試験 

-2. 材料試験の範囲 

  材料試験は、機関規則心得附属書[2] 2 (1)

に定めるところにより試験を執行すること 
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 船舶機関規則 船舶機関規則心得 船舶検査の方法 

材

料 
 

  (2) 非破壊検査 

 (i) 第1種ボイラの圧力を受ける部分に用いる鋳鋼

品は、すべての箇所について公的な資格を有す

る者による非破壊検査を行つたものであるこ

と。 

(ii) (i)に掲げるもののほか、(1)(i)から(ⅶ)まで

に掲げるものの重要部分に用いる材料は、必要

に応じ公的な資格を有する者による非破壊検査

を行つたものであること。 

(3) (1)に掲げる動力伝達装置であつて、推進用の減速

歯車装置の小歯車及び歯車リムは、必要に応じ硬さ

分布測定を行つたものであること。 

(4) (1)に掲げる蒸気タービンの蒸気の入口温度が

400℃を超える推進用一体形タービンローター(溶接

構造のものを含む) は、荒削り熱処理後又はその後

の適当な時期に加熱計測試験を行つたものであるこ

と。 
3 補修 （略） 
4 材料の使用制限 
 (1)～(3) 略 
 (4) ガスタービンの高温部に使用される材料は、連

続最大出力及び回転速度で運転した状態において

性能及び耐久性を維持するため、腐食、熱応力、

クリープ、リラクセーションなどを考慮した適当

な材質のものとしなければならない。この場合に

おいて、母材に耐食性材料等の被覆をするときは

被覆材は剥離を生じにくく、かつ、母材の強度を

損なわないものとしなければならない。 

【NK鋼船規則D編4.2.1-3参照】 

 
B編 1.4.3  工事中の検査 

-3.  非破壊検査等 

(1)  機関規則心得附属書〔2〕2(2) に規定する

非破壊検査は、次によること。 

(a)  第1 種ボイラの圧力を受ける部分に用いる

鋳鋼品は、すべての箇所について放射線透過

試験及び磁気探傷検査を行うこと。 

(b)  第1 種ボイラの胴(管寄せを含む) は、長

手及び周継手の全長について放射線透過試

験を行うこと。 

(c)  圧力容器(第3 種圧力容器を除く) は、機

関規則心得附属書〔4〕6 (3) (i) (ロ) の表

21 に定める継手効率の値に応じて放射線透

過試験を行うこと。 

   この場合において、部分放射線透過試験の

方法は、長手継手の20% 以上の長さ(ただし、

最小300mm とすること) 及び長手継手と交差

する周継手の部分について試験を行うこと。 

(d)  外径が300mm 以上の一類管(常用最大圧力

が2.9MPa 以上又は常用最高温度が400 ℃を

超えるものは、その溶接継手について、放射

線透過試験を行うこと) 

(e)  ガスタービンの重要部分は材質に応じて

放射線試験、超音波探傷試験、磁気探傷試験、

液体浸透探傷試験等いずれかの非破壊試験

を行うこと（溶接構造に使用する鋳鋼品又は

鍛鋼品の溶接部を含む)【NK 鋼船規則 D 編

4.2.1-2参照】 

 (2) 及び(3) 略 
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 船舶機関規則 船舶機関規則心得 船舶検査の方法 

材

料 
 

  (5) ガスタービンの重要部分に用いる材料は低サ

イクル疲労及び高サイクル疲労を考慮した適当な

材質のものとしなければならない。 

 【航空法施行規則附属書第一通達第Ⅶ部 

第２章2-3参照】 

(6) （以下項ずれ） 
 

 
 

溶

接 
 

 
第５条 
機関の溶接継手部は、溶接母材の種類に応じ、適正

な溶接法及び溶接材料により溶接されたものでなけ

ればならない。 
２ 機関の溶接継手部は、当該溶接継手部の受ける

応力に耐えることができる形式及び形状のもので

なければならない。 
３ 機関の溶接継手部は、適正な応力除去がなされ

たものでなければならない。 
４ ボイラ、圧力容器、管その他十分な強度を必要

とする機関の溶接継手部は、船舶構造規則 (平成
10 年運輸省令第十六号)第６条第１項の試験に合
格した溶接工その他管海官庁が適当と認める技り

ようを有する溶接工によって溶接されたものでな

ければならない。 
 
 

 
 
5.0(a) 第1項から第3項までの規定は、船舶の推進

に関係のある機関、ボイラ、圧力容器、管及び

管継手(機械構造物であって、内圧及び過大な荷

重を受けないもの並びに２類管(液体化学薬品

ばら積船の液体化学薬品に係る管を除く) を除

く) 以外の機関には使用しない。 

5.1(a) 「適正な溶接法及び溶接材料」については、

附属書[3]「溶接の基準」によること。 

5.2(a) 「形式及び形状」については、附属書[3]「溶

接の基準」によること。 

5.3(a) 「適正な応力」については、附属書[3]「溶接

の基準」によること。 

5.4(a) 「その他十分な強度を必要とする機関」とは、

管継手、機械構造物、動力伝達装置等をいう。

   (b) 「その他管海官庁が適当と認める技りようを

有する溶接工」とは、次に掲げる者をいう。 

    (1) 日本海事協会が発行する溶接工技量証明書

を有する溶接工 

     (2) 次に掲げる溶接工の技りように関する試験
の方法等を定める告示に規定するＭ２種Ｖ

級Aの技りようを有する溶接工と同等の技

能を有すると認められる者 

 
 
B編 1.4.3 工事中の検査 

-2.  溶接工事 

(1)  第1 種ボイラ、圧力容器(第3 種圧力容器

を除く) 又は機関の重要部分に用いる材料

等(原動機、動力伝達装置及び軸系に用いる

ものに限る) に係る溶接工事を行う場合は、

附属書C-3 に定めるところにより溶接法承

認試験を行うこと。 

(2)  第1 種ボイラ又は圧力容器(第3 種圧力容

器を除く) は、附属書C-3に定めるところに

より溶接施工試験を行うこと。 

(3)  溶接工事は、設計図面どおりのビード、ピ

ッチ、脚長を有する工事がなされていること

及び割れ、アンダーカット、ブローホール等

の有害な欠陥のないことを検査する。 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

- 54 -

 船舶機関規則 船舶機関規則心得 船舶検査の方法 

溶

接 
 

          (i) 電気事業法(昭和39年法律第170号)

第46条第2項第1号の規定に基づく資源

エネルギー庁長官通達(昭和50年8月21

日付け５０資庁９６８３号「溶接の方法

について」)による溶接士であつて次に掲

げる技能のうちのいずれかに該当する技

能を有する者（溶接方法の区別がAであ

る者に限る) 

        (ｲ) w-1又はw-2の試験材でそれぞれ

fv,fvo,fvh又はfvohの姿勢で行つ

た技能 

        (ﾛ) w-3又はw-4の試験材で、r又はeの

姿勢で行った技能 

      (ii) ボイラ及び圧力容器安全規則(昭和 34

年2月24日号外労働省令第3号)第93

条に規定する特別ボイラ溶接士又は普

通ボイラ溶接士であつて、現に所属す

る事業場において過去 1 年以内に免許

又は免許の更新を受けた者 
 

 

構

造

等 

 
第６条 
機関は、振動等による過大な応力が発生することの

ない適正な構造を有するものであり、かつ、その使

用目的に応じ、適正な強度を有するものでなければ

ならない。 
２ 機関は、その使用目的に応じ、適正な工作が施

されたものでなければならない。 
３ 船舶の推進のための動力を伝達する軸、軸継手

及び歯車は、溶接による修理が行われていないも

のでなければならない。 

 
 
6.0(a) 本条の規定は、船舶の推進に関係のある機関、

ボイラ、圧力容器及び管装置以外の機関には適

用しない。 

6.1(a) 適正な構造及び強度については、附属書[4]

「構造等の基準」又は附属書[10]「小型ボイラ

等の基準」によること。 

6.2(a) 適正な工作については、附属書[4]「構造等の

基準」によること。 

 
 
B編 1.4.3 工事中の検査 

-1. 検査の時期 

 工事中の検査は、次の掲げる時期に行うこと。 

(1)  主機、主要な補助機関(原動機にあっては、

連続最大出力が100kW 以上のものに限る)動

力伝達装置(推進軸系に動力を伝達するも

の、所要動力が100kW 以上の発電機(非常用

発電機を除く) に動力を伝達するもの及び

第2 種補機に動力を伝達するものに限る)  
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（附属書[4]構造等の基準） 

4. ガスタービン 

 ガスタービンの構造、強度等については、資料を添

えて、海事局検査測度課長まで伺い出ること。 

 (1） ガスタービンは、各部の熱膨張によってター

ビン本体に有害な変形が生じない構造としなけれ

ばならない。【NK鋼船規則D編4.2.2-2参照】 

 (2） ガスタービンは、熱膨張による過度の拘束を

避けて据え付けなければならない。 

【NK鋼船規則D編4.2.2-5参照】 

(3) ガスタービンは、運転中にタービン又は圧縮機
の動翼が脱落した場合であっても、周囲の人員

及び機器に危険をおよぼすことのない構造及び

配置としなければならない。 

【NK鋼船規則D編4.2.2-6及び航空法施行規則附

属書第一通達第Ⅶ部2-6-1参照】 
 
 

又は推進軸系 

 (a）  長さ30m 以上の船舶に備え付ける機関

の重要部分(ボルトを除く） を荒削りした

とき、又は仕上がり状態で磁気探傷検査そ

の他の探傷検査を行うとき。ただし、推進

軸系の減速装置にあっては、仕上がり状態

に限る。 

(b）  機関の重要部分であって、焼ばめ、圧

入、溶接等の工事を行うものは、当該工事

前の仕上げを行ったとき。 

(d）  上記(a）～(c） 以外の機関の重要部分

を仕上げたとき。ただし、解放検査の時期

に検査を行うことができるものは、その時

期として差し支えない。 

(e）  その他、必要と認めるとき。 
 
B編 1.4.4 圧力試験 

 機関及び機関の部品であって圧力を受ける部

分は、附属書C-4に定めるところにより圧力試験

を行うこと。 

【附属書C-4】 

4.1.1 原動機 
  -3 ガスタービン 

    ガスタービンの車室は、計画最大圧力の 

1.5倍の圧力で水圧試験を行うこと。  

4.1.2 ボイラ及び圧力容器 
4.1.3 補機及び管装置 
 

軸

の

振

動 

 
第７条 
機関の軸は、その使用回転数の範囲内において著し

 
 
7.0(a） 本条の規定は、船舶の推進に関係のある機関

 
 
B編 1.4.5 釣合い試験 
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軸

の

振

動 

いねじり振動その他の有害な振動が生じないように

適当な措置が講じられたものでなければならない。
 

以外の機関には適用しない 

(b） 軸系のねじり振動については、附属書[4]「構

造等の基準」によること。 

-1. 蒸気タービンのタービンローター、ガスタ

ビンの回転部及び排気タービン過給機のタービ

ンローターは、動的釣合い試験を行うこと。 

 
 

 
軸

心

の

調

整 

 
第８条 
船舶の推進のための動力を伝達する軸の軸心は、軸

の折損、軸受の破損その他の故障が生じないように

調整されたものでなければならない。 
 

 
 
8.0(a） 軸心の調整については、附属書[4]「構造等

の基準」によること。 

 

 
防

熱

措

置

等 
 

 
第９条 
機関の高温部分は、火災の発生を防止し、又は取扱

者に対する危険を防止するための防熱措置その他の

適当な措 置が講じられたものでなければならな

い。 
２ 機関は、騒音ができる限り発生しない構造のも

のであり、かつ、騒音ができる限り発生しないよ

うに据え付けられたものでなければならない。 
３ 人の健康に障害を与えるおそれのあるガス又は

火災を発生するおそれのあるガスを発生し、又は

移送する機関は、これらのガスが漏れない構造の

ものであり、かつ、通風の良好な場所に設けられ

たものでなければならない。 
４ 機関は、漏油のおそれのある箇所に油受を備え

付けたものでなければならない。 
５ 前項の油受は、漏油をドレンタンクに導くこと

ができるように配管されたものでなければならな

い。ただし、漏油量の少ない箇所に備え付ける油

受であつて適当な排油装置を備え付けたものにつ

 
 
9.1(a） 「高温部分」とは、通常人が触れて火傷を起

こすおそれのある部分をいう。 

   (b） 高温部分の防護については、附属書[4]「構

造等基準」によること。 

 (c） 附属書[4]8(2）及び(3）の規定は、次に掲げ

る 

 内燃機関には適用しない。 

    (1） 略 

    (2） 略 

9.2(a） 騒音については、設備規程第115条の24に

よること。 

115-24.2 機関区域内の騒音値については、 

(a）  次に掲げる値を標準とする。この場合におい

て、騒音計測方法はJIS F 0904「機関部の騒音

レベル測定法」によるものとし、(1）及び(2）

に掲げる騒音値は、JIS F0904に規定する機関室

代表騒音レベルとする。まこの場合の「連続し

て配員する場合」とは機関区域無人化船及び機
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防

熱

措

置

等 
 

いては、この限りでない。 
６ 機関は、ドレンが滞留するおそれのある箇所に

ドレン抜装置を備え付けたものでなければならな

い。 
 

関区域に機関制御室(当該機関制御室の騒音値

については、75dB(A）以下）を有する船舶の当

該機関区域に配員する場合以外の場合を 

いう。  

(1） 機関区域(連続して配員する場合）

90dB(A） 

(2） 機関区域((1）に掲げる場所以外の

場合） 110dB(A） 

(3） 機関制御室 75dB(A） 

(4） 工作場 85dB(A） 

(5） その他の作業区域 90dB(A） 

9.3(a） 「通風の良好な場所」には、機械通風のあ

る場所だけでなく、機械通風のない場所であつ

ても機械通風のある場所程度の自然通風が可

能な場所を含む。 

9.4(a）  本項の規定は、船体の一部を形成しない燃

料油タンクであつて容量１kl 以下のものにつ

いては適用しない。 

 (b） 油受を備え付ける場所は、弁、コック又はこ

れらの取付け部等漏油のおそれのある部分の

みとして差し支えない。 
 (c） 引火点61℃以下の燃料油タンク(船体の一部
を形成しないものに限る）及びこし器の油受

は、金網で覆われたものであること。 

9.5(a） 「適当な排油装置」とは、油受けの下部に

取り付けるドレンコック等であつて通常の巡

視により油の回収が可能なものをいう。 

9.6(a） 「ドレン抜装置」については、附属書[5]

「ドレン抜装置」によること。 
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燃

料

油

常

用

タ

ン

ク 
 

第９条の２ 
船舶の推進に関係のある機関は、使用する燃料油の

種類ごとに2以上の燃料油常用タンクを備え付けな
ければならない。 
２ 前項の燃料油常用タンクは、そのうちの 1の燃
料油常用タンクから燃料を供給することができな

くなつた場合においても、船舶の推進に関係のあ

る機関に対し十分に燃料を供給することができる

ものでなければならない。 
 
 
 

 

9-2.1(a） 略 

9-2.2(a） 「十分に燃料を供給する」とは、すべての

主機の連続最大出力における燃料消費量並

びにすべての主要な補助機関、すべての主ボ

イラ及びすべての主要な補助ボイラの通常

航行中の燃料消費量で 8 時間以上運転でき

るよう燃料油を供給することをいう。 

    (b） 1の燃料油常用タンクから2以上の主機等

に燃料を供給することとしても差し支えな

い。この場合においても当該燃料油常用タン

クは(a）の基準に適合するものであること。

    (c） 次に掲げる要件に適合する船舶にあって
は、当該船舶に設ける燃料油タンクを燃料油

常用タンクとみなして差し支えない。 

     (1） ガソリン、軽油又はA重油のみを使用

する船舶であること。 

     (2） すべての主機の連続最大出力における

燃料消費量並びにすべての主要な補助機

関、すべての主ボイラ及びすべての主要な

補助ボイラの通常航行中の燃料消費量で8

時間以上運転できるよう燃料油を供給で

きる燃料油タンクを 2 以上設けているこ

と。 

     (3） (2）に掲げる燃料油タンクの空気管に

海水及び雨水が当該タンクに混入しない

措置が講じられているもの。 

     (4） すべての主機等にドレン等の不純物を

取り除いた燃料油を常に供給することが

できるものであること。 
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故

障

時

の

た

め

の

措

置 
 

 
第10条 
船舶の推進に関係のある機関は、当該機関に故障が

生じた場合においても船舶の推進力を保持し、又は

速やかに回復する措置ができる限り講じられたもの

でなければならない。 
２ 船舶の推進に関係のある機関は、手動によつて

も始動することができるものでなければならな

い。 
 

 
 
10.0(a） 「船舶の推進に関係のある機関」とは、附

属書[1]「用語の定義」に掲げるものをいう。以

下同じ。 

10.1(a） 開放が容易で、かつ、直ちに修復できるよ

う予備品及び工具類が備え付けられている場合

は、措置が講じられているものとみなす。 

    (b） 省略 

10.2(a） 本項の規定は、外洋航行船(限定近海貨物船

を除く）以外の船舶には、適用しない。 

    (b） デッドシップ状態となつた場合においても、

手動で1の装置を始動することにより連鎖的に

他の装置を起動させ、最終的に主機又は主ボイ

ラ及び主発電機が運転状態にはいることができ

るための措置が講じられている船舶について

は、当該機関の始動は手動で行つたものとみな

す。この場合において、この操作は、船内に設

備された装置のみを用いて行うことができるこ

と。 

 

  
第11条 
機関は、管海官庁の指示する範囲の動揺状態又は傾

斜状態において作動することができるものでなけれ

ばならない。 

 
 
11.0(a）本条の規定は、船舶の推進に関係のある機関

(荷役装置及び冷蔵設備を除く）及び非常発電機

を駆動する原動機以外の機関には適用しない。

    (b）「管海官庁が指示する範囲」とは、次に掲げる

範囲をいう。 

    (1） (2）に掲げる機関以外のものにあつては、

次に掲げる範囲 

     (i） 15°のヒール 

(ii）22．5°のローリング 
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動

揺

状

態

等

に

お

け

る

作

動 

      (iii）7．5°のピッチング 
     (iv） 7．5°のピッチングと 15°のヒールの組

み合わせ 

     (v） 7．5°のピッチングと22．5°のローリン

グの組み合わせ 

    (2）非常発電機を駆動する原動機にあつては、次

に掲げる範囲 

     (i）  22．5°のヒール 

     (ii） 10°のトリム 

     (iii）10°のトリムと22．5°のヒールの組み合

わせ 

   (c） 「作動する」とは、各部に損傷を起こすこと

なく、引き続き運転が持続され、かつ、潤滑油、

内容物等が過度に漏れないことをいう。 

   (d） 十分な実績を有する機関(本条の規定に適合

することが確認された機関と同系の機関であつ

てその設計の延長上にあるものを含む） につい

ては、本条に規定する状態における作動の確認

を省略して差し支えない。 

   (e） 本条の規定に適合することが図面により確認

できる機関については、本条に規定する状態に

おける作動の確認を省略して差し支えない。 

 

操

作

等 

 
第12条 
機関は、その操作、保守及び検査が容易に、かつ、

確実にできるものでなければならない。 
 
 
 

 
 
12.0(a） 操作、保守及び検査については、附属書[6]

「操作等の基準」によること。 
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始

動

装

置 

 
 
 
 
 
 
第30条 
ガスタービンの始動装置は、始動時において、異常

な燃焼その他の障害が生じないものでなければなら

ない。 
２ 電気により始動するガスタービンであつて主機

として用いるものの始動装置は、予備の蓄電池を

備え付けたものでなければならない。 
 

 
第4節  ガスタービン 

(A） （略） 

(B） 本節の規定に適合しない装置については、必要

な事項に関する資料を添えて、海事局検査測度課長

まで伺い出ること。 

 

30.1(a） ガスタービンを始動又は停止する場合、燃

料装置、潤滑油装置、冷却装置は適当なイン

ターロックを設けるか、又は次に掲げる事項

を考慮したうえで予定の順序に従って作動す

るよう設計すること。 

(1） 始動前及び停止後には潤滑油ポンプを運

転すること。ただし、ころがり軸受形式で

潤滑油ポンプが主機駆動の場合にはこの限

りでない。 

(2） 点火前に十分な空気により燃焼室を換気

すること。 

(3） 燃料弁”開”は点火用火花に先行しない

こと。 

(4） 各バーナーの点火時間(主燃料弁が開いて

から点火に失敗して閉じるまでの時間）は

所定の時間を超えないこと。なお、所定時

間内に始動しなかつた場合には、始動操作

を停止すること。 

(5） 点火に際し、燃焼室へは燃料が過多に供

給されないこと。 

(6） 燃料遮断後、異常燃焼又は点火に支障を

きたすおそれのないように、燃料遮断弁と

バーナーノズルとの間のドレン弁を開くな

ど適当な処置を講じること 
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  (7） 始動機は、ガス発生機の自立運転が可能に

なつた場合、同発生機から切り離すこと。 

【NK鋼船規則D編D4.4.3参照】 
30.2 (a） 予備の蓄電池については、附属書[7]「始動

装置の基準」によること。 

 

 

（附属書[7]始動装置の基準） 

2 始動用蓄電池 

 始動に蓄電池を必要とする主機である内燃機関又は

ガスタービンの始動装置については、次に掲げるとこ

ろによる。 

 (1） 再充電することなく連続始動できなけれ

ばならない回数（予備の蓄電池によるもの

を含む）については、1(1）の規定を準用

する。 

 (2） 予備の蓄電池は、通常使用する蓄電池と

独立したものであり、かつ、その容量は、

通常使用する蓄電池の容量と均整のとれ

たものであること。 
 

 

点

火

装

置 

 
第31条 
ガスタービンの点火装置は、一の点火系統が故障し

た場合においても、点火できるものでなければなら

ない。 
 

 

 

31.0(a） 電気点火装置のケーブルは、絶縁が良好で

あり、かつ、損傷を受けるおそれのないよう

に敷設しなければならない。 

    【NK鋼船規則D編4.4.4-2参照】 

  (b） 点火のための配電機器は防爆型とするか又

は閉囲しなければならない。また、点火装置

のコイルは爆発のおそれのある場所に設けて

はならない。  

 
 
 
 
 
 
B編 1.6.1  防爆型の電気機器 

 防爆型の電気機器を承認するときは、JIS F 

8009「船用防爆電気機器一般通則」又は JIS C 

0903「一般用電気機器の防爆構造通則」等当該機 
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点

火

装

置 

     【NK鋼船規則D編4.4.4-3参照】 
 
 
 

器に関する JIS 規格にもとづき爆発試験、引火

試験等の試験を行い、それら規格に適合している

ことを確認すること。ただし、附属書 A-1 に掲

げる公的機関が認定又は承認したものは、確認の

ための前記爆発試験、引火試験等を省略して差し

支えない。 

 承認後の検査の方法は、水圧試験(耐圧防爆型

のものに限る） 及び完成品について構造検査を

行うこと。 

 なお、次の1.6.4 及び1.6.5 に該当するものは、

それぞれの試験を行うこと。 
 

潤

滑

油

装

置 

 
第32条 
主機として用いるガスタービンであつて専ら独立動

力ポンプにより潤滑油が供給されるもの（重力タン

クを経由して潤滑油が供給されるものを除く）は、

当該独立動力ポンプが停止した場合において、引き

続き当該ガスタービンに適当な量の潤滑油を自動的

に供給することができる非常用潤滑油供給装置を備

え付けたものでなければならない。 
 
 

 
 
32.0 (a） 「適当な量の潤滑油」とは、当該ガスター

ビンの保安に必要な量の潤滑油をいう。 

   (b） 主機直結の潤滑油供給ポンプが備え付けら

れている場合は、非常用潤滑油供給装置が備

え付けられているものとみなす。 

   (c） 主機として用いるガスタービンの潤滑油装

置には、自動温度制御装置を備えなければな

らない。 

    【NK鋼船規則D編4.4.6-2参照】 

   (d） 適当な位置に潤滑油を採取するための弁を

設けなければならない。 

    【NK鋼船規則D編4.4.6-3参照】 
 

 
 

  
第33条 
ガスタービンは、次に掲げる場合に警報を発する装

置を備え付けたものでなければならない。 

 
 
33.1&2 (a）  警報その他の装置については、附属書

[9]「安全装置の基準」によること。 
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 一 潤滑油供給圧力が低下した場合（強制潤滑方

式のガスタービンに限る） 
二 燃料油供給圧力が低下した場合 
 三 ガスの温度が異常に上昇した場合 
 四 異常な振動が生じた場合 
２ ガスタービンは、次に掲げる場合に自動的に燃

料の供給を遮断し、かつ、警報を発する装置を備

え付けたものでなければならない。 
 一 回転速度が異常に上昇した場合 
 二 潤滑油供給圧力が異常に低下した場合（強制

潤滑方式のガスタービンに限る） 
 三 自動始動に失敗した場合（自動始動装置を備

えるガスタービンに限る） 
 四 火炎が消失した場合 
 五 異常な振動が生じた場合 
３ 主機として用いるガスタービンに備え付ける前

項の装置は、一時的にその機能を停止することがで

きるものとすることができる 

33.1 (a） 第2項の規定により遮断装置が要求される

ものについては、遮断装置が作動する前に

警報を発する装置を備え付けたもので 

なければならない。（第1号、第3号及び第

4号を除く） 

(b） 主機として用いるガスタービンには第1項

の規定に加え、次に掲げる場合に警報を発

する装置を備え付けたものでなければなら

ない。 

(1） 潤滑油こし器の出入口間の差圧が上昇

した場合 

(2） 潤滑油入口温度が上昇した場合 

(3） 冷却媒体の温度が上昇した場合（中間

冷却方式を採用した場合に限る） 

(4） 軸受温度又は潤滑油出口温度が上昇し

た場合 

(5） 圧縮機の入口圧力が異常低下した場合

【NK鋼船規則D編4.3.3-2参照】 

  

33.2 (a）   調速機及び過速度防止装置については、

附属書[8]「調速機及び過速度防止装置」に

よること。 

   (b）  主機として用いるガスタービンには、第

2 項の規定に加え、次の場合に自動的に燃

料の供給を遮断し、かつ、警報を発する装

置を備え付けたものでなければならない。

(1） 各ロータの軸方向の異常変位が生じた場

合（ころがり軸受を採用する場合を除く。なお、

スラスト軸受の異常摩耗を検出することによ

り、上記異常変位の検出に代えて差し支えな

い） 
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 (2） ガスの温度が異常に上昇した場合 

(3） 減速歯車装置の潤滑油圧力が低下した

場合 

(4） 圧縮機の入口圧力が異常低下した場合

(ただし、自動的に作動するバイパスドア

等により入口圧力の異常低下を防止でき

る装置を有している場合には省略して差

し支えない） 

【NK鋼船規則D編4.3.2-3参照】 

33.3 (a）  本項の措置を講じる場合は、当該機能が

作動している旨を明確に表示できるものと

すること。 

 

（附属書[9]安全装置の基準） 

1 警報  

警報は特記のある場合を除き可視可聴のものである

こと。この場合において、可聴警報及び可視警報は、

第96条第4号ニの規定に適合するものであること。 

 

 

3 ガスタービン 
 (1） 防音囲内の消火装置 

   ガスタービンのガス発生機及び高圧油管が防音

囲いによって閉囲されている場合には、内部に適

当な火災探知装置及び消火装置を備えなければな

らない。 

  【NK鋼船規則D編4.3.4参照】 

(2) 吸気管装置は以下に掲げる要件に適合するもの
でなければならない。 

(ⅰ） 有害な物質及び水分が圧縮機へ進入す

ることを最小限に抑えるように措置された構造で 
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 あること。 

（ⅱ） 吸気中の塩分により生じる障害を最小限

に抑える措置が講じられていること。 

(ⅲ）  必要に応じて、吸気口の氷結を防ぐ措置

が講じられていること。 

【NK鋼船規則D編4.4.1参照】 

(3） 排気管装置は以下に掲げる要件に適合するも

のでなければならない。 

 (ⅰ） 排気管の開口端は、排気が吸気側に侵

入しないような適当な位置に配置するこ

と。 

（ⅱ） ガスタービンからの排気の余熱を利用す

るボイラ又は熱交換器については、船舶

機関規則第 5 章の規定にもよらなければ

ならない。 

【NK鋼船規則D編4.4.2参照】 

 (4） 燃料油装置は以下に掲げる要件に適合するも

のでなければならない。 

 (ⅰ） 燃料中の固形分による燃料マニホール

ド及び燃料ノズルのつまり及び塩分等の

腐食性物質によるタービン翼等の腐食に

対して適切な措置が講じられているこ

と。 

（ⅱ） 通常の運転操作において、排ガス温度が

あらかじめ定められた範囲内にあるよう

に、バーナーへの燃料供給量を調整でき

るものであること。 

(ⅲ） 燃料供給量の調整が可能なすべての運転

操作範囲において、安定した火炎を確保

できるものであること。 
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安

全

装

置 
 

  (ⅳ） 負荷の急速な変動に際し、ガス発生機

を停止させないように、タービンの最低

回転数を確保できるものであること。 

   【NK鋼船規則D編4.4.5参照】 

 

4 ボイラ 

 以下項ずれ 

 

(附属書[8]調速機及び過速度防止装置） 

1 調速機 

 (3） 主機として用いるガスタービンについては、

制御用調速機の代わりに過速度調速機としても差

し支えない。 

(4） ガスタービンには2の過速度防止装置とは独

立した機能を有する調速機を備え付けなければな

らない。当該調速機は、タービンの負荷が除去さ

れたときに過速度防止装置が作動することなく、

速度を制御できるものでなければならない。 

  【NK鋼船規則D編4.3.1-2参照】 

 (4） 発電機を駆動する機関には、設備規程に定め

る性能を有する調速機が備え付けられているこ

と。 

 (5） 発電機を駆動する機関には、次に掲げる性能

を有する調速機を備えなければならない。 

   (ⅰ） 調速特性 

(ｲ） 主発電機用原動機の調速特性は，次によ

らなければならない。 

1） 原則として発電機の定格負荷を急激に遮

断したとき，瞬時速度変動が定格速度の

10％以下であること。 

2） 原則として発電機の定格負荷の50％を 
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  急激に加え，速度が整定した後残りの50％

をさらに急激に加えたとき，瞬時速度変動

が定格速度の10％以下であること。また，

最終整定速度の 1％以内に回復するまでの

時間が5秒を超えないこと。 

3） 無負荷から定格負荷までのすべての負荷

において，整定速度変動は定格速度の±5％

以内であること。 

(ﾛ） 非常発電機を駆動する原動機の調速特性

は，次によらなければならない。 

 1） 非常時に給電される負荷の合計に相当す

る負荷を急激に加えた場合及び遮断した場

合、それぞれ(ｲ） 1）及び 2）に規定する

速度変動を超えないこと。 

2）  無負荷から非常時に給電される負荷の合

計に相当する負荷までの負荷において、(ｲ） 

3）に規定する整定速度変動を超えないこ

と。 

   【NK鋼船規則D編4.3.1-3及び 

H編2.4.2-1及び-2参照】 

 (6） 略（(5）より項ずれ） 

2 過速度防止装置 

(4） ガスタービンに備え付ける過速度防止装置は、回

転数が連続最大回転数の115%を超えないように調整さ

れたものであること。 

 

  
第34条 
主機として用いるガスタービンは、一時的な給電の

停止により停止した場合に、再給電されることによ

り直ちに再始動することができる状態となるもので

なければならない 

 
34.0 (a） 再始動は、自動的に始動するものでなくて

差し支えない。 
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（備品） 
第101条 
船舶には、当該船舶に備え付ける機関の種類、用途

及び数量に応じ、当該機関の保守及び船舶内におい

て行う軽微な修理に必要となる予備の部品、測定器

具及び工具を機関室内又は船舶内の適当な場所に備

え付けなければならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【船舶安全法施行規則】 
（定期検査） 
第24条 定期検査を受ける場合の準備は、次に掲げ

る準備並びに海上試運転及び復原性試験

の準備とする。 
一 略 
二 機関にあつては次に掲げる準備 

 
（附属書［14］備品） 

1 船舶の推進に関係のある機関には、次に掲げる予
備の部品が備え付けられていること。 

(1）～(3） 略 

(4） 主機及び主要な補助機関として用いるガスタ

ービンにあっては、こし器等の消耗しやすい部品

その他管海官庁が必要と認めるもの 

(5) 以下項ずれ 
2 1(1）から(6）までに掲げる機関以外の機関の予備

の部品については、資料を添えて、海事局検査測度

課長まで伺い出ること。 

3 船舶には、表6に掲げる測定器具及び工具が備え付

けられていること。 

 

      表6 測定器具及び工具 

測定器具及び工具の

種類 
航行区域 適用 

（略） （略） （略） 

機関の保守、整備及

び修理に必要な測定

器具及び工具 

   一式  

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
B編 1.4.7 陸上試運転 

 主機、主要な補助機関、動力伝達装置等は、次

に定めるところにより陸上試運転を行うこと。 

-1. 主機及び主要な補助機関 

 (3） ガスタービン 

   ガスタービンの陸上試運転の方法は、検査

測度課長の承認を得ること。 
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  イ （略） 
 ロ 材料試験、溶接施工試験、釣合い試験、歯当

たり試験、すり合わせ試験、蒸気試験及び陸上

試運転の準備（初めて検査を受ける場合に限る）

 （以下略）friends 821 

 (a) 新型ガスタービンであって附属書
C-5-2の適用を受けるものは、同附属書

に定める陸上試運転を行うこと。 

(b) (a）以外のガスタービンは JIS B 8041 
2000又は ISO 2314 若しくはこれと同等

の試験方法によって行うこと。 

 

B編 1.4.8 解放検査等 

 施行規則第24条第2号及び第3号（それぞれ

第 30 条第 2 項に係るものを除く）並びに第 30

条第 1 項の規定により準備された状態で解放検

査及び現状検査を行うこと。 

 ただし、ガスタービンについては、解放検査に

代えて、ボアスコープによる内部の現状検査とす

ることができる。 

なお、工事中その他の時期にこれらの検査に準

ずる検査を行ったものについては、この限りでな

い。 

 

｛附属書C-5-2 新型ガスタービンの陸上試験｝ 

5-2.1  適用範囲 

5-2.1.1  本項は、同一の事業場で製造される同

型機関であって、最初に主機若しくは電

気推進装置を有する船舶の推進用発電

機を駆動する原動機として船舶に搭載

されるもの(以下「新型ガスタービン」

という） の陸上試験方法について規定

する。 

5-2.2  定義 

     本項における用語の定義は次の各号に

定めるところによる。 
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   5-2.2.1 「圧力比」とは、圧縮機出口圧力(p2）

と大気圧力(p1）の比(p2/p1）をいう。 

5-2.2.2 「タービン入口温度」は、各社の定義

に従ってタービン一段静翼入口温度（燃

焼器出口温度）、タービン一段動翼入口

温度あるいはパワータービン入口温度

等を、設計上「タービン入口温度」と

同様に使用している場合には、その旨

を明示したうえで使用して差し支え

ない。 

5-2.2.3 「機関の主要部分」とは、機関の重要

部分（圧縮機のディスク、ローター、ケ

ーシング、静翼及び動翼、燃焼室、ター

ビンのディスク、ローター、ケーシング、

静翼及び動翼）をいう。 

5-2.2.4 「機関の主要諸元」とは、ISOベース連

続最大出力（吸気／排気ロスも定義する

こと）、連続最大回転数、圧力比、連続

最大出力時におけるタービン入口温度

（5-2.2.2に示す各社定義を許容するも

のとする）をいう。 

5-2.2.5 「同型機関」とは、次のいずれをも満

たすものをいう。 

-1． 機関の主要部分の寸法（圧縮機及びター

ビンローター各段の最外径寸法等）及び形

状が原則として、同一であること。 

-2． 機関の主要部分の材料が同一又は同等以

上のものであること。 

-3． 燃料噴射方式が同一であること。 

-4． 燃料の種類（液体、気体、液体＋気体の 

別）が同一であること。 
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   -5． 機関の動作サイクル（単純サイクル、再

生サイクル等）が同一であること。 

-6． 機関の主要諸元の差が5％以内であるこ

と。 

5-2.2.6 「類似型機関」とは、同型機関以外の

機関であって、次のいずれをも満たすもの

をいう。 

-1． 機関の主要部分の構造及び形状が同型機

関と概ね相似であること。 

-2． 機関の主要諸元の差が同型機関のいずれ

も10％以内であること。 

-3． 5-2.2.5の -2．から-5．までに掲げる

事項。 

5-2.3 試験の種類 

 試験の種類は性能試験及び耐久試験とし、各試

験は次により行うこと。 

5-2.3.1 性能試験 

 JIS B 8041 2000又はISO 2314若しくはこれと同

等の試験方法によって行うこと。 

5-2.3.2 耐久試験 

-1. 一般 

 (1） ガスタービンは以下の要件を満足する合

計 150 時間の耐久試験を行わなければな

らない。 

(a） 製造者が規定し、管海官庁が承認し

た順序に従って行い、6時間の耐久運

転を25回行うこと。 

(b） 6 時間の耐久運転25 回には、連続

最大出力において 30 分の運転が 10

回含まれていること。 

(c） 6時間の耐久運転25回には、連続 
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 船舶機関規則 船舶機関規則心得 船舶検査の方法 
   最大出力において1時間30分の運転が1

回含まれていること。 

-2. 始動 

 (1） ガスタービンは以下の始動回数を満足す

る合計 100 回の始動試験を行わなければ

ならない。 

   (a） ガスタービン停止後2時間以上経過

して行う始動 10回 

   (b） 通常の始動を行う前にプレパージの

間（プレパージ時間は製造者の設定し

た最小時間）一時停止させる不完全始

動 10回 

   (c） ガスタービン停止後15分以内に行

う正規の再始動 10回 

   (d） 残りの始動は150時間の耐久試験後

に行って差し支えない。 

5-2.3.3 解放検査 

5-2.3.2 の耐久試験終了後にガスタービンを

解放し、機関の主要部分について検査する。 

5-2.4 耐久試験の省略 

 次に掲げる場合は耐久試験の一部又は全部を

省略す 

ることができる。 

5-2.4.1 本陸上試験に合格したガスタービン

（5-2.3.2 の耐久試験に合格したもの

及び 5-2.4.2 により機関の主要部分の

耐久性が確認されたものに限る。）の同

型機関は耐久試験を省略して差し支え

ない。 

5-2.4.2 機関の主要部分の耐久性が次の方法に

より確認された場合は、検査測度課長の 
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 船舶機関規則 船舶機関規則心得 船舶検査の方法 
   承認を得て、耐久試験を省略することができる。 

-1. 機関の主要部分に作用する機械的応力

が応力解析又は実測値等により明らか

であり、かつ、その応力値が材料の疲労

限度に対し一定の安全率を有している

こと。 

-2. 機関の主要部分のうち機械的応力、熱

応力、クリープ、リラクゼーション等が

単独若しくは重畳して作用するものに

ついて常温停止時と連続最大出力時と

の熱応力差に相当する応力による安全

性が解析等により確認されたものであ

ること。 

5-2.4. 3 機関の主要部分の耐久性が上記

5-2.4. 2 の方法により確認されたガス

タービンと同型又は類似のものであっ

て、当該機関より連続最大出力が大きい

機関が耐久試験に合格している場合に

は、耐久試験を省略することができる。 

5-2.4. 4 同型機関が船舶の主機若しくは電気

推進装置を有する船舶の推進用発電機

を駆動する原動機として十分な実績が

あり、5-2.3.2の耐久試験と同等以上の

耐久性を示す実運航データ等がある場

合には、検査測度課長の承認を得て、耐

久試験の一部又は全部を省略すること

ができる。 

5-2.4. 5 同型機関が船舶の主機若しくは電気

推進装置を有する船舶の推進用電動機を駆動す

る原動機として使用されるガスタービン以外の

ガスタービンであっ 
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 船舶機関規則 船舶機関規則心得 船舶検査の方法 
   て製造者としての実績が十分にあり、かつ、

5-2.3.2 の耐久試験と同等以上の耐久

性を示す運転試験データがある場合に

は、検査測度課長の承認を得て、耐久試

験の一部又は全部を省略することがで

きる。 

5-2.5 その他（報告） 

   本試験方法により合格した新型ガスター

ビンについては、先任船舶検査官は、次の様

式の報告書に試験成績書を添付して検査測

度課長に報告すること。 

様式 

新型ガスタービン合格報告書 

1. 機関の製造者名： 
2. 製造工場名： 
3. 機関の型式： 
4. 連続最大出力： 
5. 連続最大回転数： 
6. 試験合格年月日： 
 

【船舶検査の方法Ｃ編 新型内燃機関の検査の

方法及び航空法施行規則附属書第一通達第Ⅶ部

第６章6-5-2参照】 
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８．結言 

 

 舶用ガスタービンの普及に対応することを目的に、製造時の設計及び試験に関する基準の改訂案文

を作成するための調査研究を実施した。まず、ガスタービンに係る陸上・航空分野の規則、各国船級

規則、過去に発生した不具合事例及び製造者における製品検査の実態等の調査を行った。具体的な基

準案文の検討にあたっては、船級規則をベースとし、陸上・航空用ガスタービンの規則及び規格（JIS）、

過去の設計承認及び検査の事例、発生した不具合事例及び製造者における製品検査の実態等を参考と

した。その際、ディーゼル機関の基準との整合性、輸入品への適用可能性等を考慮した。 

 ガスタービンは、海外で実績を有する製品が輸入される場合も多く、国内初号機であっても必ずし

も詳細な試験や検査を必要としない場合もある。また、複数機が同時に製造される場合が多く、個々

のエンジンを詳細に検査するのではなく、認定事業場の制度を利用することが適当であると考えられ

る。さらに、精密機械であるガスタービンでは、たとえば、解放が必要な場合でも船上では実施せず

代替機に換装して工場で行われる等、検査・整備の考え方や手法がディーゼル機関とは異なっている。

検査基準の検討ではこうしたガスタービンの特徴を考慮したものとした。 

 検討の結果、第７章に記述したように、舶用ガスタービンの設計基準及び検査の方法の案をまとめ

た。将来の検討課題としては、目標指向型新造船基準（Goal-Based New Ship Construction Standards

（GBS））の考え方、すなわち性能要件の記述による基準の採用、及び量産が進んだ場合における型式

承認制度の導入等があげられる。本調査研究における検討と、その成果である基準案が、今後の舶用

ガスタービンの普及、発展に寄与することを念願する 
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９．添 付 資 料 

 

 

資料１ 目標指向型新造船基準 GOAL-Based new ship construction standards（GBS）MSC80/WP.8     

資料２ 航空法施行規則附属書第一 第７章       

資料３ RR第 51回基準研究部会 高速船機関特殊基準に関する調査研究 （平成 12年度報告書）  

 



 

目標指向型新造船基準 
Goal-Based new ship construction standards（GBS） 

MSC80/WP.8 
 

 

基本原則 
1. 船舶が、その一生にわたって合致するよう要求される基準であって、幅広く、横断的にまたがる

安全、環境及び保安に関する基準である。 

2. 適用される要件に従い、船級協会、他の認定団体、主管庁及び IMO によって達成されるべき要

件レベルである 

3. 船舶の設計及び技術に関係なく、明確であって証明及び検証ができ、長きにわたって効力があっ

て実施でき、かつ、達成可能なものである 

4. 異なる解釈が生じないように、十分に規定されるものである。 

 

第１階層（ゴール） 
（全ての船種の新造船に対して適用する） 

船舶は、その一生にわたり、非損傷時も規定された損傷時も、設定された運航条件と環境条件のもと

で、適切に運航され、メインテナンスされる場合において、設計寿命の間、安全でかつ環境にやさし

いように、設計され、建造されなければならない。 

1. 「安全でかつ環境にやさしい」とは、浸水または水密性の喪失による崩壊も含む構造破壊によっ

て引き起こされる、船舶の喪失または環境汚染のリスクを最小にするために、船舶は、適切な強

度、健全性及び復原性を有していなければならない。 

2. 「環境にやさしい」とは、解撤および再利用に際して、環境上、許容できる材料を使用して船舶

を建造することを含む。 

3. 「安全」とは、また、安全なアクセス、安全な脱出、安全な検査及び安全で適切なメインテナン

スを行えるように、船体構造が配置されていることも含む。 

4. 「規定された運航条件と環境条件」とは、船舶の一生にわたって運航される海域によって規定さ

れ、港、水路及び海上における貨物やバラストのオペレーションから生じる中間条件を含む条件

を網羅する。 

5. 「決められた設計寿命」とは、就航条件及び環境条件又は腐食環境に、船舶がさらされると想定

する公称の期間であり、適切な船舶設計パラメータの選択に使用される。しかしながら、船舶の

実際の就航寿命は、そのライフサイクルにわたる実際の就航状態とメインテナンス状態に依存し

て、より長くも短くもなり得る。 
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第２階層（機能要件） 
（航行制限が無いオイルタンカーとバルクキャリアの新造船に対して適用） 

 

設 計 

１．設計寿命 

設計寿命は25年未満であってはならない。 

２．環境条件 

船舶は、北大西洋の長期波浪頻度ダイアグラムに基づいて、設計されなければならない。 

３．構造強度 

船舶は、適切な安全余裕をもって設計されなければならない。すなわち、 

ア． 非損傷状態で、船舶の設計寿命の間予想される環境条件及びそれに対応した荷重条件、すなわ

ち、船級協会指定に適応する、満載状態の均等積み、部分積み、多港積みバラスと航海条件及び

荷役作業中の超過又は過負荷状態に対してネット寸法で耐えること；かつ、 

イ．荷重、構造モデリング、疲労、腐食、材料の不完全、建造作業エラー、座屈及び残存強度などの

ある一定の不確実を含んでいる全ての設計パラメータに対して適切であること。構造強度は、座

屈、降伏及び疲労を含む、ただし、これらに限定はされない過度な変形や破損モードに対して評

価されなければならない。最終強度計算は、船体の縦曲げと最終強度及び板と防撓材の最終強度

を含めなければならない。船体構造部材は、区画の用途に合致したものであり、ある程度の構造

の連続性を確保する設計でなければならない。船体の構造部材は、構造性を損なう積荷／荷揚げ

装置による損傷を避けるために、計画されている全ての荷物の荷役の用に供することができるよ

うに設計されるべきである。 

４．疲労寿命 

設計疲労寿命は、船体の設計寿命未満としてはならず、２．「環境条件」に基づかなければならない。 

５．残存強度 

船舶は、衝突、座礁又は浸水などの規定された損傷状態において、波浪と内圧に耐える十分な強度を

持つように設計されなければならない。残存強度計算では、永久的な変形と後座屈挙動を含む船体縦

曲げの残存強度を考慮しなければならない。実際に予想されるシナリオが、できる限り合理的かつ実

用的な観点から、検討されなければならない。 

６．腐食の防止 

腐食を防止するための手段は、構造強度の観点から要求されるネット寸法が、決められた設計寿命の

間、維持されることを確実にするために適用されなければならない。追加手段として、これらに限定

するものではないが、塗装、電極防食、impressed current system等が含まれる。 

ア．塗装寿命 

塗装は、表面処理、塗装の選択、適用及びメインテナンスに関連する業界の規定に従って適用され、
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維持されなければならない。塗装が要求される場所に対しては、設計塗装寿命が規定される。実際の

塗装寿命は、船の実際の状態とメインテナンスに依存して、より長く又はより短くなり得る。塗装は、

適用区画、材料の選択及び電極防食又は他の防食システムの適用などの機能のひとつとして選ばれな

ければならない。 

イ．腐食予備厚 

腐食予備厚は、ネット寸法に付加され、規定された設計寿命に対して適切でなければならない。腐食

予備厚は、水、貨物又は腐食雰囲気にさらされる度合い、そして、構造が、塗装、電極防食又は別の

手段による防食システムによって護られているかどうかで、決められなければならない。設計腐食速

度（ｍｍ／年）は、就航経験又は加速試験によって得られる統計資料に基づいて評価されなければな

らない。実際の腐食速度は、船舶の実際の状態とメインテナンスに依存して、速いかもしれないし、

遅いかもしれない。 

７．構造の冗長性 

船舶は、いかなるひとつの構造部材の局部損傷も、他の構造要素が引き続き瞬時に崩壊して、船体構

造健全性喪失・水密性喪失などに至ることが無いように冗長性をもって設計され、建造されなければ

ならない。 

８．水密性と風雨密性の健全性 

船舶は、意図された就航に対して適切な水密性と風雨密性を有し、関連する船体開口部の装置が適切

な強度と冗長性を有するように設計されなければならない。 

９．設計の透明性 

船舶は、知的財産権への適切な配慮のもと、建造時点での新造船の安全性を確認するための必要事項

にアクセスでき、信頼性が高く管理可能であり、かつ、透明性をもった手順に従って設計されなけれ

ばならない。 

建 造 

１０．建造手順の品質 

船舶は、知的財産権を適切に配慮しながら管理され、透明性のある生産品質基準を満足するように建

造されなければならない。船舶の建造品質管理手順は、材料、製造、調整、組み立て、接合、溶接手

順、表面処理、塗装の特定を含むが、項目はこれらに限定されるものではない。 
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１１．検査 

検査計画は、船種と設計を考慮して、船の建造段階のために作成されなければならない。検査計画は、

当該船舶が船級協会の規則と GBS にしたがって建造されていることを確認するための一連の要件を

含まなければならない。また、検査計画は、その一生にわたる検査において特別な配慮を必要とする

場所を特定しなければならない。 

 

就航中 

１２．メインテナンス 

船舶は、メインテナンスを容易にするように設計及び建造されなければならない。特に、適切なメイ

ンテナンス行動を妨げる狭すぎるスペースを作らないように、設計及び建造されなければならない。 

１３．構造のアクセス可能性 

船舶は、概観検査、詳細検査及び板厚計測を容易にするために、すべての内部構造にアクセスできる

適切な交通手段を提供するように、設計、建造及び装備されなければならない。 
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